
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 平成２９年３月 

公益社団法人全国宅地建物取引業協会連合会 

 

 

平成２８年度 

「民法改正等に伴う法律改正等に関する研究会」 

～宅地建物取引業法の改正内容について～ 

報 告 書 

 



 

 

 



 

 

 

＜＜目次＞＞ 

 

１． 調査の背景と目的 ..................................................................................................................................................................................... 1 

２． 宅地建物取引業法改正の目的と内容 .............................................................................................................................................. 2 

２－１ 改正の目的 ........................................................................................................................2 

２－２ 改正の主な内容 .................................................................................................................3 

２－３ 改正のスケジュール ..........................................................................................................7 

３． 最新情報のまとめ ..................................................................................................................................................................................... 8 

３－１ 不動産部会での審議を踏まえた改正法の施行に向けたとりまとめ ...................................8 

３－２ 宅地建物取引業法施行規則の一部を改正する省令 ..........................................................23 

３－３ 既存住宅状況調査方法基準（告示） ...............................................................................26 

３－４ 標準媒介契約約款の改正（告示） ...................................................................................35 

３－５ 宅地建物取引業法の解釈・運用の考え方(ガイドライン) ................................................40 

４． 民法改正等に伴う法令改正等の調査研究会の概要 ............................................................................................................... 72 

４－１ 第１回検討会における論点 .............................................................................................73 

４－２ 第２回検討会における論点 .............................................................................................83 

５． まとめ～今後求められる不動産取引のあり方について～ ..................................................................................................... 92 

【参考】宅地建物取引業法改正に関する会員業者アンケート ........................................................................................................ 95 

１．会員業者アンケートの実施概要............................................................................................95 

２．アンケート調査結果 .............................................................................................................96 

 

 

 



0 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



1 

 

１．調査の背景と目的  

（１）調査の背景 

我が国が本格的な人口減少・少子高齢化を迎える中、国民資産である住宅ストックの

有効活用、既存住宅流通市場の拡大による経済効果の発現、ライフステージに応じた住

替えの円滑化による豊かな住生活の実現など、時代の変化に伴う不動産市場の環境整備

は重要な課題となっており、的確な対応が求められている。 

既存住宅流通市場の活性化は、「『日本再興戦略』改訂 2015」（平成 27 年６月 30 日

閣議決定）や「経済財政運営と改革の基本方針 2015」（平成 27 年６月 30 日閣議決定）

等においても位置付けられており、消費者が安心して不動産取引を行うことのできる環

境を整備することで不動産取引の活性化を図ることが求められている。 

このため、宅地建物取引業者（以下「宅建業者」という。）が既存住宅の取引を行う

時に、専門家による建物状況調査の活用を促すこと等を内容とする「宅地建物取引業法

の一部を改正する法律」（以下「改正宅建業法」という。）が公布（平成 28 年６月３日）

された。 

一方、民法については第 189 回国会（常会）に「民法の一部を改正する法律案」（以

下「改正民法」という。）並びに「民法の一部を改正する法律の施行に伴う関係法律の

整備等に関する法律案」が提出された（平成 27 年３月 31 日）が、平成 29 年３月末時点

で未だ可決に至っていない状況である。 

 

（２）調査の目的 

これらの法改正は、不動産取引の方法に大きな影響を及ぼすと考えられ、その改正内

容を正しく認識し、実務運用面において会員への適切な情報提供と理解を深めるための

取組みが必要となる。  

（公社）全国宅地建物取引業協会連合会（以下「全宅連」という。）ではこれまで、

不動産取引基本法の必要性の検討やそれを踏まえた望ましい不動産取引のあり方につい

て検討を行ってきた経緯があるが、上記した法改正を契機に、我が国における望ましい

不動産取引のあり方について、その姿を描き提言していくことが求められる。  

そこで本研究会では、改正宅建業法が宅地建物取引制度にどのような影響を及ぼすか

を把握するため、改正宅建業法の内容整理、並びに、全宅連のＷＥＢモニター並びにメ

ールマガジン登録会員を対象としたアンケート調査を行うこととした。 
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２．宅地建物取引業法改正の目的と内容  

２－１ 改正の目的  

宅地建物取引業法は、「宅地建物取引業を営む者について免許制度を実施し、その事

業に対し必要な規制を行うことにより、その業務の適正な運営と宅地及び建物の取引の

公正とを確保するとともに、宅地建物取引業の健全な発達を促進し、もつて購入者等の

利益の保護と宅地及び建物の流通の円滑化とを図る」ことを目的に、昭和 27 年６月に制

定された。  

今回の改正は、「既存の建物の流通を促進するとともに、宅地又は建物の買主等の利

益の確保を図るため、宅地建物取引業者に対し、建物状況調査を実施する者のあっせん

に関する事項の媒介契約書への記載、建物状況調査の結果の買主等への説明等を義務付

けるとともに、宅地建物取引業者を営業保証金等による弁済の対象から除外する等の措

置を講ずる必要がある」ために行われた（出典：国土交通省「宅地建物取引業法の一部

を改正する法律案 理由」）。 

 

 
図 ２-1 改正宅建業法の概要 

（出典）国土交通省「社会資本整備審議会産業分科会不動産部会第 27 回資料」 

  



 

 3

２－２ 改正の主な内容  

改正宅建業法のポイントとしては、「既存建物取引時の情報提供の充実」、「不動産

取引により損害を被った消費者の確実な救済」、「宅建業者の団体による研修」の３点

である。  

特に、「既存建物取引時の情報提供の充実」として、既存建物の取引フローにおいて、

①宅建業者から消費者への建物状況調査のあっせんの可否、②宅建業者から既存建物購

入者への重要事項説明時の建物状況調査結果概要の説明、③売買契約締結時、建物の状

況について売主・買主が相互に確認した内容について、宅建業者から売主・買主への書

面の交付、が新たに義務付けられることとなった。 

 

（１）既存建物取引時の情報提供の充実 

１）媒介契約締結時 

建物状況調査（インスペクション）を知らなかった消費者のサービス利用が促進する

よう、宅建業者が建物状況調査を実施する事業者のあっせんの可否を示し、媒介依頼者

（売主・買主）の意向に応じてあっせんすることが盛り込まれた。  

建物状況調査によって、買主は建物の質を踏まえた購入判断や売買価格の交渉が可能

になる。また、瑕疵の有無、修繕の要否やその費用、その建物があと何年使えるか等が

把握しやすくなることから、不動産取引における情報の非対称性の解消に寄与し、望ま

しい不動産取引市場が形成されることが期待される。 

 

（媒介契約）  

第三十四条の二 宅地建物取引業者は、宅地又は建物の売買又は交換の媒介の契約

（以下この条において「媒介契約」という。）を締結したときは、遅滞なく、次

に掲げる事項を記載した書面を作成して記名押印し、依頼者にこれを交付しなけ

ればならない。  

一～三 （略）  

四 当該建物が既存の建物であるときは、依頼者に対する建物状況調査（建物の構

造耐力上主要な部分又は雨水の浸入を防止する部分として国土交通省令で定め

るもの（第三十七条第一項第二号の二において「建物の構造耐力上主要な部分等」

という。）の状況の調査であつて、経年変化その他の建物に生じる事象に関する

知識及び能力を有する者として国土交通省令で定める者が実施するものをいう。

第三十五条第一項第六号の二イにおいて同じ。）を実施する者のあつせんに関す

る事項  

 

２）重要事項説明時 

建物状況調査が実施された建物の売買等をする際には、契約に先立って宅地建物取引

士が行う重要事項説明で、建物状況調査の結果の説明が義務として盛り込まれた。 

また、建物状況調査の結果を活用して既存住宅売買瑕疵保険の加入が促進されること

も期待されている。  
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（重要事項の説明等）  

第三十五条 宅地建物取引業者は、宅地若しくは建物の売買、交換若しくは貸借の

相手方若しくは代理を依頼した者又は宅地建物取引業者が行う媒介に係る売買、

交換若しくは貸借の各当事者（以下「宅地建物取引業者の相手方等」という。）

に対して、その者が取得し、又は借りようとしている宅地又は建物に関し、その

売買、交換又は貸借の契約が成立するまでの間に、宅地建物取引士をして、少な

くとも次に掲げる事項について、これらの事項を記載した書面（第五号において

図面を必要とするときは、図面）を交付して説明をさせなければならない。  

一～六（略）  

六の二 当該建物が既存の建物であるときは、次に掲げる事項  

イ 建物状況調査（実施後国土交通省令で定める期間を経過していないものに限

る。）を実施しているかどうか、及びこれを実施している場合におけるその結

果の概要  

ロ 設計図書、点検記録その他の建物の建築及び維持保全の状況に関する書類で

国土交通省令で定めるものの保存の状況  

 

３）売買契約締結時 

一般的な既存建物取引において、買主は売主から告知書等により、建物の状態に関す

る情報の提供は行われている。この際、買主は「告知書等を受領した」ことを証明する

ために署名を行うが、「告知書等の内容について売主との間で合意した」という内容ま

で含まれているかは曖昧であった。  

一方の売主も、買主との間でどこまで合意しているかについて、書面等のやり取りが

行われていないために不安があった。また、建物の引渡し後に「隠れた瑕疵」が見つか

った場合、買主から契約の解除や損害賠償の請求を行われる可能性があった。  

このような建物の瑕疵をめぐった物件引渡し後のトラブルが生じるのは、売主と買主

の間で、既存建物取引の内容について「お互いに確認して納得する」という行為が行わ

れていないことが原因であった。  

そこで、物件引渡し後のトラブルを防止するために、売買契約締結時において、建物

の構造耐力上主要な部分等の状況を売主・買主が相互に確認し、その内容を宅建業者か

ら売主・買主に書面で交付することが盛り込まれた。 

 

（書面の交付）  

第三十七条 宅地建物取引業者は、宅地又は建物の売買又は交換に関し、自ら当事

者として契約を締結したときはその相手方に、当事者を代理して契約を締結した

ときはその相手方及び代理を依頼した者に、その媒介により契約が成立したとき

は当該契約の各当事者に、遅滞なく、次に掲げる事項を記載した書面を交付しな

ければならない。  

一・二（略）  

二の二 当該建物が既存の建物であるときは、建物の構造耐力上主要な部分等の状

況について当事者の双方が確認した事項  
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（２）不動産取引により損害を被った消費者の確実な救済 

現行の宅地建物取引業法 27 条は、宅建業者との取引によって損害を被った消費者等

を保護するため、「宅地建物取引業者と宅地建物取引業に関し取引をした者」が宅建業

者に対し損害賠償請求権を持つ場合に、宅建業者が供託した営業保証金から弁済を受け

ることを可能としている。 

しかしながら、「宅地建物取引業者と宅地建物取引業に関し取引をした者」には宅地

建物取引業者も含まれ、宅地建物取引業者も営業保証金から弁済を受けることが可能で

あった。 

そこで改正宅建業法では、業法第 27 条の「弁済の対象者」から宅地建物取引業者を除

外することとし、営業保証金の弁済の対象者を消費者等に限定することとした。 

なお、第 27 条の改正に合わせて、第 64 条の８も改正されている。 

 

（営業保証金の還付）  

第二十七条 宅地建物取引業者と宅地建物取引業に関し取引をした者（宅地建物取

引業者に該当する者を除く。）は、その取引により生じた債権に関し、宅地建物

取引業者が供託した営業保証金について、その債権の弁済を受ける権利を有す

る。  

２ （略）  

 

 

（３）宅建業者の団体による研修 

現行の宅地建物取引業法 64 条の６により、宅地建物取引業保証協会に宅地建物取引

士に対する研修実施が義務付けられていたが、新たに一般社団法人宅地建物取引業協会

等（宅地建物取引業者を社員とする一般社団法人）に対して、宅地建物取引士等の知識

向上のための体系的な研修を行う努力義務が課せられることとなった。 

なお、第 75 条の２の創設に合わせ、第 64 条の３も改正されている。 

 

（宅地建物取引業者を社員とする一般社団法人による体系的な研修の実施）  

第七十五条の二 宅地建物取引業者を直接又は間接の社員とする一般社団法人は、

宅地建物取引士等がその職務に関し必要な知識及び能力を効果的かつ効率的に

習得できるよう、法令、金融その他の多様な分野に係る体系的な研修を実施する

よう努めなければならない。  

 

 

（４）その他 

宅地建物取引業の業務の適正化に関しては、「媒介契約の依頼者に対する売買等の申

込に係る報告義務」が創設されることとなった。これは、物件の売却の依頼を受けた不

動産会社が、他社からの問い合わせに対して「既に契約予定となっている」等と答える、

いわゆる「囲い込み」が行われていることを是正する目的で盛り込まれた。なお、この

報告義務は、専任媒介契約と専属専任媒介契約だけでなく、一般媒介契約も対象となる。 
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（媒介契約）  

第三十四条の二  

（略）  

８ 媒介契約を締結した宅地建物取引業者は、当該媒介契約の目的物である宅地又

は建物の売買又は交換の申込みがあつたときは、遅滞なく、その旨を依頼者に報

告しなければならない。  

 

宅地建物取引業の業務の効率化に関しては、宅建業者が宅地又は建物の取得者又は借

主となる場合における重要事項説明について、説明を要せず、書面交付のみで足りるこ

ととなった。 

 

（重要事項の説明等）  

第三十五条  

（略）  

６ 次の表の第一欄に掲げる者が宅地建物取引業者である場合においては、同表の

第二欄に掲げる規定の適用については、これらの規定中同表の第三欄に掲げる字

句は、それぞれ同表の第四欄に掲げる字句とし、前二項の規定は、適用しない。 

 

宅地建物取引業

者の相手方  

第一項  宅地建物取引士を

して、少なくとも次

に掲げる事項につ

いて、これらの事項  

少なくとも次に掲

げる事項  

交付して説明をさ

せなければ  

交付しなければ  

第二項に規定す

る宅地又は建物

の割賦販売の相

手方  

第二項  宅地建物取引士を

して、前項各号に掲

げる事項のほか、次

に掲げる事項につ

いて、これらの事項  

前項各号に掲げる

事項のほか、次に掲

げる事項  

交付して説明をさ

せなければ  

交付しなければ  

 

７ 宅地建物取引業者は、前項の規定により読み替えて適用する第一項又は第二項

の規定により交付すべき書面を作成したときは、宅地建物取引士をして、当該書

面に記名押印させなければならない。  
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２－３ 改正のスケジュール  

改正宅建業法の公布から施行までのスケジュールは以下のとおりである。 

 

 

 

図 ２-２ 改正宅建業法のスケジュール 

（出典）国土交通省「社会資本整備審議会産業分科会不動産部会第 27 回資料」 
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・改正法の施行に向けたインスペクション制度等の具体化
・不動産をめぐる政策的諸課題への対応 等
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３．最新情報のまとめ  

平成28年６月３日に公布された改正宅建業法を受けて、社会資本整備審議会産業分科会

不動産部会が開催され、運用のあり方等について議論された。全宅連からも政策推進委員

会委員長が委員として参加し、研究会にて議論した内容を踏まえ、改正案が実務レベルで

運用にのるものにするための意見を述べた。  

改正宅建業法の施行に伴い、以下の関連法令も改正された。 

①宅地建物取引業者営業保証金規則の一部を改正する省令 

②宅地建物取引業法施行規則の一部を改正する省令（平成29年国土交通省令第13号） 

③宅地建物取引業法施行規則第15条の８第１項第２号の国土交通大臣が定める講習を定め

る件（平成29年国土交通省告示第244号） 

④宅地建物取引業法施行規則第15条の８第２項の国土交通大臣が定める基準を定める件

（平成29年国土交通省告示第245号） 

⑤標準媒介契約約款の一部を改正する件（平成29年国土交通省告示第246号） 

⑥宅地建物取引業法の解釈・運用の考え方（ガイドライン）（平成13年１月６日国総動第

３号） 

本報告書では、このうち、②、④、⑤、⑥について取り上げ、それぞれの内容を、3-

2、3-3、3-4、3-5に記載した。 

 

３－１ 不動産部会での審議を踏まえた改正法の施行に向けたとりまとめ  

平成 28 年６月３日に公布された改正宅建業法を受けて、社会資本整備審議会産業分

科会不動産部会が平成 23 年以来５年ぶりに開催され、建物状況調査の制度の具体化に

係る論点や標準媒介契約約款・重要事項説明書の参考書式の改正の方向性などについて、

３回にわたり議論された。 

 

■社会資本整備審議会産業分科会不動産部会（第２７回） 

日時：平成 28 年９月 13 日（火）13：00～15：00 

場所：東京都千代田区霞ヶ関２－１－３  国土交通省 11 階特別会議室 

内容：改正宅建業法の概要の説明および施行に向けた論点に関する審議（建物状

況調査関係、標準媒介契約約款関係） 

 

 

■社会資本整備審議会産業分科会不動産部会（第２８回） 

日時：平成 28 年 11 月９日（水）10：00～12：00 

場所：東京都千代田区霞が関２－１－３  国土交通省４階特別会議室 

内容：改正宅建業法施行に向けた論点に関する審議（重要事項説明関係、売買契

約締結関係）  
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■社会資本整備審議会産業分科会不動産部会（第２９回） 

日時：平成 28 年 12 月 26 日（月）15：00～17：00 

場所：東京都千代田区霞が関２－１－３  国土交通省 11 階特別会議室  

内容：改正宅建業法施行に向けたとりまとめに関する審議、次回以降の部会にお

ける審議事項の説明  

 

 

社会資本整備審議会産業分科会不動産部会の成果として、「改正宅建業法の施行に向

けた不動産部会とりまとめ」が、平成 28 年 12 月 26 日に公布された。 

「改正宅建業法の施行に向けた不動産部会とりまとめ」の内容は以下のとおりである。 

 

改正宅地建物取引業法の施行に向けて 

 

はじめに 

既存住宅の安心な取引環境を整備し流通市場の活性化を図るため、平成２８年

６月、建物状況調査（インスペクション）の活用等を内容とする宅地建物取引業

法の改正が行われた。 

既存住宅の流通に携わる関係者が多い中で、改正宅地建物取引業法（以下「改

正法」という。）の施行に当たり、その内容が円滑かつ適切に実施されることが

極めて重要である。このため、社会資本整備審議会産業分科会不動産部会におい

て、改正法の運用のあり方等についてこれまで３回にわたり審議を重ね、今般、

次のとおり考え方を取りまとめた。 

今後、国において、この取りまとめを踏まえた適切な対応が図られることを強

く期待するものである。 

 

 

Ⅰ．改正法における建物状況調査の実施方法について 

１．建物状況調査の対象部位及び方法 

建物状況調査(インスペクション)は、売主・買主が安心して建物の取引の判断

が行えるよう、建物の構造耐力上主要な部分や雨水の浸入を防止する部分につい

て、その状況を客観的に調査するものである。このため、建物の基本的な品質・

性能に係る部位の状況を調査することが基本になる。 

このような建物の基本的な品質・性能に係る部位の調査については、平成２５

年に国土交通省が「既存住宅インスペクション・ガイドライン」として調査方法

等に関する指針を定めているところであり、改正法に基づく建物状況調査の実施

方法についても、同ガイドラインに沿ったものとすることが適当である。 

同時に、既存住宅の安心な取引環境を整備する観点からは、物件の引渡し後一

定期間内に瑕疵が発見された場合について必要な補修が行えるよう、保険への加

入を促進することが重要であり、建物状況調査を実施した場合にはその結果を活
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用して既存住宅売買瑕疵保険に加入することができる制度とすることが適当であ

る。 

このため、改正法に基づく建物状況調査の対象部位及び方法は、国土交通省の

「既存住宅インスペクション・ガイドライン」を踏まえつつ既存住宅売買瑕疵保

険に加入する際に行われる現場検査の対象部位（基礎、壁、柱など）及び方法と

同様のものとすることが適当である。 

【参考資料集】Ｐ２～Ｐ５ 
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２．建物状況調査の実施主体 

建物状況調査の結果は、売主・買主の双方にとって既存住宅の取引を行う上で

の重要な判断材料になるものであり、建物状況調査は客観的に適正に行われるこ

とが確保されなければならない。 

このため、建物状況調査の実施主体としては、 

①建物の設計や調査に関する専門知識を有していること、 

②適正な業務執行を担保するための指導・監督等の仕組みが制度上確保され

ていること、 

③円滑に調査が行われるために必要な人員が確保されること 

が必要である。 

現時点では、こうした要件を満たす主体としては建築士が挙げられるところで

あり（※）、まずは平成３０年春の施行に当たり、建物状況調査の実施主体につ

いては、調査に係る一定の講習を修了した建築士とすることが適当である。 

【参考資料集】Ｐ６・Ｐ７ 
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※建築士は、国土交通大臣の免許を受けて建築物の設計、工事監理等の業務を行

う者であり、建築物に関する調査について建築士法に基づく監督・処分等が可

能である。現在、約 18,000 人の建築士が、国土交通省の「既存住宅インスペ

クション・ガイドライン」に基づくインスペクションの講習を受け、インスペ

クターとして登録している。 
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ただし、他の主体であっても、上記のような要件を満たして建物状況調査を客

観的に適正に行える状況になれば実施主体となることは可能と考えられることか

ら、安心な取引環境の整備を一層進める観点から、全国における建物状況調査の

実施状況等を適切に検証しつつ、引き続き、建築士以外の主体による建物状況調

査の実施を可能とする場合の枠組み等について、検討を継続するべきである。 

なお、建物状況調査の実施結果に関する客観性を確保する観点から、上記の講

習を修了した建築士であっても、自らが取引の媒介を行う場合など当該取引に利

害関係がある場合にあっては、売主及び買主の同意がある場合を除き、建物状況

調査の実施主体となるのは適当でない。 

 

 

Ⅱ．建物状況調査等に関連する宅地建物取引業者の業務について 

１．建物状況調査を実施する者のあっせん（改正法§34 の 2①四） 

改正法においては、建物状況調査を活用した安心な取引が実現されるよう、宅

地建物取引業者の業務の一環として、媒介契約において「建物状況調査を実施す

る者のあっせんに関する事項」を記載することが定められたところである。 

このような宅地建物取引業者によるあっせんは、売主等からのあっせんの希望

を受けて複数の業者を順次あっせんする場合など、実務的には様々なケースが想

定されるところである。 

このため、あっせん先の業者名等が変わるたびにその都度媒介契約を変更する

ことになるのは適切でないと考えられることから、国土交通大臣が定める標準的

な媒介契約書面である標準媒介契約約款においては、建物状況調査を実施する者

のあっせんに関する事項として「あっせんの有無」についてのみ記載することと

するのが適当である。 

【参考資料集】Ｐ８ 
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なお、改正法に基づく「あっせん」は、建物状況調査を実施している業者に関

する単なる情報提供ではなく、売主又は買主と業者の間で建物状況調査の実施に

向けた具体的なやりとりが行われるように手配することが求められる。 

【参考資料集】Ｐ９ 
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２．建物状況調査の結果の概要に関する重要事項説明（改正法§35①六の二・

イ） 

（１）重要事項説明の内容 

建物状況調査の結果の概要に関する重要事項説明は、消費者利益の保護と既存

住宅の取引の安全確保の観点から、既存住宅の取引を行おうとする買主等が、建

物の現況を十分理解した上で意思決定できるようにするために行うものである。 

このため、重要事項として説明する建物状況調査の結果の概要は、客観的に適

正な内容のものであることが重要であり、国土交通省の「既存住宅インスペクシ

ョン・ガイドライン」に基づく既存住宅現況検査結果報告書の検査結果の概要と

同様のものとするべきである。 

同時に、宅地建物取引士が重要事項説明に用いる建物状況調査の結果の概要の

書面については、調査を実施した者が責任を持って作成することが適当である。 

【参考資料集】Ｐ１０・Ｐ１１ 
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（２）重要事項説明の対象となる建物状況調査の範囲 

建物状況調査の結果は、既存住宅を取引する上での重要な判断材料となるもの

であり、重要事項として説明する内容は、取引時点での建物の現況と大きく乖離

しないことが求められる。 

既存住宅の安心な取引環境を整備する観点から、建物状況調査の結果を活用し

て既存住宅売買瑕疵保険への加入を促進する必要があるが、既存住宅売買瑕疵保

険においては、建物への経年変化による影響等を考慮し、現場検査の実施から１

年以内の住宅を保険引受けの対象としているところである。 

このため、重要事項説明の対象となる建物状況調査については、調査を実施し

てから１年を経過していないものを対象とすることが適当である。 

調査を実施してから１年を経過していない建物状況調査が複数ある場合には、

取引物件の現況との乖離が最も小さいと考えられる直近の建物状況調査を重要事

項説明の対象とするべきである。 

ただし、１年以内の直近の建物状況調査以外に、劣化事象が確認されている場

合など、取引の判断に重要な影響を及ぼすと考えられる建物状況調査を別途認識

している際には、消費者の利益等を考慮し、宅地建物取引業法第４７条に違反す

ることのないよう、当該建物状況調査についても買主等に説明することが適当で

ある。 

また、建物状況調査を実施してから１年を経過する前に大規模な自然災害が発

生した場合など、重要事項説明時点での建物の現況が建物状況調査を実施した時

点と異なる可能性がある場合であっても、 
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・自然災害等による建物への影響の有無及びその程度について具体的に判断

することは困難であること 

・自然災害等が発生する以前の建物状況調査において劣化事象等が確認され

ていた場合などには、その結果が取引判断の参考になること 

から、当該建物状況調査についても重要事項説明の対象とすることが適当であ

る。 

 

３．「書類の保存の状況」に関する重要事項説明（改正法§35①六の二・ロ） 

（１）重要事項説明の対象となる保存書類の範囲 

建物の建築及び維持保全の状況に関する書類の保存状況に関する重要事項説明

は、既存住宅の購入判断等に大きな影響を与えると考えられる一定の書類の保存

の有無等について、買主等が事前に把握した上で取引に関する意思決定を行える

よう、新たに法に規定されたものである。 

既存住宅については、満たすべき建築基準への適合性が不明確である場合には

住宅ローンの借入や既存住宅売買瑕疵保険の付保等が円滑になされない可能性が

あるほか、居住開始後に適切に既存住宅のリフォームやメンテナンスを行うため

には、当該既存住宅の設計図書や新築時以降に行われた調査点検に関する書類な

どが必要となる。 

こうしたことから、建物の建築及び維持保全の状況に関し、重要事項説明の対

象として保存の有無を明らかにする書類は、 

・建築基準法令に適合していることを証明する書類 

・新耐震基準への適合性を証明する書類 

・新築時及び増改築時に作成された設計図書類 

・新築時以降に行われた調査点検に関する実施報告書類 

とするべきである。 

なお、区分所有建物のマンション管理組合など、売主以外の者がこれらの書類

を保有している場合には、書類を実際に保有している者についても説明するべき

である。 

【参考資料集】Ｐ１２ 
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（２）貸借の場合における取り扱い 

今般の法改正は、既存住宅の安心な取引環境を整備し流通を促進することを目

的に行われたものであり、こうした観点から、書類の保存状況に係る重要事項説

明の規定も整備されたところである。貸借では、売買に伴う既存住宅の流通とは

異なり、借主による住宅ローンの借入やリフォーム等の実施は一般に想定されな

いところであり、貸借の場合においては、建物の建築及び維持保全の状況に関す

る書類の保存状況についての重要事項説明の対象外とすることが適当である。 

ただし、貸借の場合であっても、戸建ての賃貸住宅でリフォームが可能な場合

などにおいて、消費者の利益等を考慮して、借主に同書類の保存状況について説

明することは差し支えない。 

 

４．３７条書面への「当事者の双方が確認した事項」の記載（改正法§37①二の

二） 

改正法第３７条第１項に基づき売買契約等の成立時に契約当事者に交付する書

面（以下「３７条書面」という。）は、契約を媒介した宅地建物取引業者が当該

契約の一定の事項を書面にすることで契約内容を明確にし、契約成立後の紛争を

防止することを目的としたものである。 

今般、建物状況調査に関連して、３７条書面に「建物の構造耐力上主要な部分

等の状況について当事者の双方が確認した事項」を記載することが新たに定めら

れた。構造耐力上主要な部分のひび割れや雨漏りなど、契約成立後のトラブル防

止を目的に措置されたものであるが、契約当事者が既存住宅の現況について不確
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かな認識をもとに３７条書面に記載することは、かえってトラブルを引き起こす

原因となりかねない。 

このため、「当事者の双方が確認した事項」は、原則として、建物状況調査な

ど既存住宅について専門的な第三者による調査が行われ、その「調査結果の概

要」を重要事項として宅地建物取引業者が説明した上で契約締結に至った場合の

当該「調査結果の概要」とし、これを３７条書面に記載することとするべきであ

る。また、これ以外の場合は、既存住宅の現況について当事者双方がどのような

認識に基づいて契約を締結したかが明らかでないため、「当事者の双方が確認し

た事項」は「無」として３７条書面へ記載することが適当である。 

ただし、契約当事者の双方が写真等をもとに客観的に既存住宅の状況を確認

し、その内容を価格交渉や瑕疵担保の免責に反映した場合など、既存住宅の状況

が実態的に明らかに確認されるものであり、かつ、それが法的にも契約の内容を

構成していると考えられる特別な場合には、当該事項を３７条書面に記載するこ

とは差し支えないと考えられる。 

【参考資料集】Ｐ１３ 

 

 

 

 

Ⅲ．売買等の申込みに関する媒介依頼者への報告について（改正法§34の2

⑧） 

取引物件に係る売買又は交換の申込みに関する報告は、宅地建物取引の透明性

の向上を図る観点から、宅地建物取引業者による伝達を確実なものとし、媒介依
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頼者が適時かつ適切に物件の取引状況を把握できるようにすることを目的とした

ものである。 

このような目的を踏まえ、当該報告が実務上も適切に行われるようにするた

め、国土交通大臣が定める標準媒介契約約款を改正し、物件の売買又は交換の申

込みがあったときは、媒介依頼者に対して遅滞なく報告することを宅地建物取引

業者の義務として追加するのが適当である。 

【参考資料集】Ｐ１４ 

 

 

 

なお、改正法に基づく「報告」は、買受申込書など、売買等の希望が明確に示

された文書による申込みがあった場合に行うものとすることが適当である。 

 

 

Ⅳ．媒介契約書面への反社会的勢力排除に関する条項の追加について 

改正法の施行に伴う今般の標準媒介契約約款の改正の機会を捉え、近年の社会

的要請である暴力団等の反社会的勢力の排除に関する事項を標準媒介契約約款に

追加するべきである。 

【参考資料集】Ｐ１５ 
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Ⅴ．改正法施行に当たっての留意点について 

改正法施行に当たっては、建物状況調査等に係る新たな制度の趣旨・内容につ

いて広く周知徹底を図るとともに、関係者が改正法の内容を円滑かつ適正に実施

できるよう、環境整備を行うことが重要である。 

このため、国においては、上記を踏まえた関係省令等の整備を行うとともに、

関係する事業者団体等と連携しつつ、改正法の施行に向けて次のような取組を行

うよう検討を進めるべきである。 

・建物状況調査、既存住宅売買瑕疵保険についてのパンフレット等の作成 

・建物状況調査を実施する者の検索システムの構築 

・改正法の内容に係るＱ＆Ａの整備 等 
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３－２ 宅地建物取引業法施行規則の一部を改正する省令  

宅地建物取引業法が改正されたのを受け、「宅地建物取引業法施行規則の一部を改正

する省令（平成 29 年省令第 13 号）」が平成 29 年３月 28 日に公布され、改正宅建業法

において省令で定めるとされた「建物状況調査の対象部位」、「建物状況調査を実施す

る者」、「重要事項説明の対象になる建物状況調査」、「重要事項説明の対象になる建

物の建築及び維持保全の状況に関する書類」について、以下のとおり規定された。 

 

１）建物状況調査の対象部位（建物の構造耐力上主要な部分等）について 

改正宅建業法第 34 条の２第１項第４号の「建物の構造耐力上主要な部分又は雨水の

侵入を防止する部分として国土交通省令で定めるもの」については、以下のとおり規定

された。 

（建物の構造耐力上主要な部分等） 

第 15 条の７ 法第 34 条の２第１項第４号の建物の構造耐力上主要な部分として国

土交通省令で定めるものは、住宅の基礎、基礎ぐい、壁、柱、小屋組、土台、斜

材（筋かい、方づえ、火打材その他これらに類するものをいう。）、床版、屋根

版又は横架材（はり、けたその他これらに類するものをいう。）で、当該住宅の

自重若しくは積載荷重、積雪、風圧、土圧若しくは水圧又は地震その他の震動若

しくは衝撃を支えるものとする。 

２ 法第 34 条の２第１項第４号の建物の雨水の侵入を防止する部分として国土交

通省令で定めるものは、次に掲げるものとする。 

一 住宅の屋根若しくは外壁又はこれらの開口部に設ける戸、わくその他の建具 

二 雨水を排除するため住宅に設ける排水管のうち、当該住宅の屋根若しくは外

壁の内部又は屋内にある部分 

 

２）建物状況調査を実施する者 

改正宅建業法第 34 条の２第１項第４号の「経年変化その他の建物に生じる事象に関

する知識及び能力を有する者として国土交通省令で定める者」については、以下のとお

り規定された。 

（法第 34 条の２第１項第４号の国土交通省令で定める者等） 

第 15 条の８ 法第 34 条の２第１項第４号の国土交通省令で定める者は、次の各号

の何れにも該当する者とする。 

一 建築士法（昭和 25 年法律第 202 号）第２条第１項に規定する建築士（以下

「建築士」という。） 

二 国土交通大臣が定める講習を修了した者 

２ 前項に規定する者は、建物状況調査を実施するときは、国土交通大臣が定める

基準に従って行うものとする。 

 

ここに記載された、国土交通大臣が定める講習が「既存住宅状況調査技術者講習」で

ある。 

既存住宅状況調査技術者講習制度は、一定の要件を満たす講習を国土交通大臣が登録
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し、講習実施機関が「既存住宅状況調査技術者講習登録規程（国土交通省告示第 81 号、

平成 29 年２月３日公布）」に従って講習を実施する制度である。 

 

 
図 ５－１ 既存住宅状況調査技術者講習制度の概要 

（出典）国土交通省ホームページ  

 

なお、平成 29 年３月末時点における、講習実施機関は２団体となっている。 

 

 講習実施機関の名称 登録年月日 ホームページ URL 

１ （一社）住宅瑕疵担保

責任保険協会 

平成 29 年３月 10 日 http://kashihoken.or.jp/ 

２ （公社）日本建築士会

連合会 

平成 29 年３月 27 日 http://www.kenchikushikai.or.jp/ 

 

３）重要事項説明の対象になる建物状況調査（建物状況調査の期間） 

改正宅建業法第 35 条第１項第６号の２イの「国土交通省令で定める期間」について

は、「１年」と規定された。 

 

（法第 35 条第１項第６号の２イの国土交通省令で定める期間） 

第 16 条の２の２ 法第 35 条第１項第６号の２イの国土交通省令で定める期間は、

１年とする。 
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４）重要事項説明の対象になる建物の建築及び維持保全の状況に関する書類 

改正宅建業法第 35 条第１項第６号の２ロの「国土交通省令で定めるものの保存の状

況」については、以下のとおり規定された。 

 

（法第 35 条第１項第６号の２ロの国土交通省令で定める書類） 

第 16 条の２の３ 法第 35 条第１項第６号の２ロの国土交通省令で定める書類は、

売買又は交換の契約に係る住宅に関する書類で次の各号に掲げるものとする。 

一 建築基準法（昭和 25 年法律第 201 号）第６条第１項（同法第 87 条第１項又

は同法第 87 条の２において準用する場合を含む。）の規定による確認の申請

書及び同法第 18 条第２項（同法第 87 条第１項又は同法第 87 条の２において

準用する場合を含む。）の規定による計画通知書並びに同法第６条第１項及び

同法第 18 条第３項（これらの規定を同法第 87 条第１項又は同法第 87 条の２

において準用する場合を含む。）の確認済証 

二 建築基準法第７条第５行及び同法第 18 条第 18 項（これらの規定を同法第 87

条の２において準用する場合を含む。）の検査済証 

三 法第 34 条の２第 1 項第４号に規定する建物状況調査の結果についての報告

書 

四 既存住宅に係る住宅の品質確保の促進等に関する法律（平成 11 年法律第 81

号）第６条第３項に規定する建設住宅性能評価書 

五 建築基準法施行規則（昭和 25 年建設省令第 40 号）第５条第３項及び同規則

第６条第３項に規定する書類 

六 当該住宅が昭和 56 年５月 31 日以前に新築の工事に着手したものであるとき

は、地震に対する安全性に係る建築基準法並びにこれに基づく命令及び条例の

規定に適合するもの又はこれに準ずるものであることを確認できる書類で次

に掲げるもの 

イ 建築物の耐震改修の促進に関する法律（平成７年法律第 123 号）第４条第

１項に規定する基本方針のうち同条第２項第３号の技術上の指針となるべ

き事項に基づいて建築士が行った耐震診断の結果についての報告書 

ロ 既存住宅に係る住宅の品質確保の促進等に関する法律第６条第３項の建

設住宅性能評価書 

ハ 既存住宅の売買に係る特定住宅瑕疵担保責任の履行の確保等に関する法

律（平成 19 年法律第 66 号）第 19 条第２号の保険契約が締結されているこ

とを証する書類 

ニ イからハまでに掲げるもののほか、住宅の耐震性に関する書類 
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３－３ 既存住宅状況調査方法基準（告示）  

宅地建物取引業法施行規則が改正されたのを受け、宅地建物取引業法施行規則第 15 条

の８第２項の国土交通大臣が定める基準を定める宅地建物取引業法の解釈・運用を行う

際の基準は、平成 29 年３月 28 日に定められた「既存住宅状況調査方法基準（平成 29 年

国土交通省告示第 82 号）」とされた。 

既存住宅状況調査方法基準の内容は以下のとおりである。  

（趣旨） 

第１条 この基準は、既存住宅状況調査の適正な実施を図るため、既存住宅状況調

査の方法の基準について定めるものとする。 

（定義） 

第２条 この基準において「既存住宅」、「既存住宅状況調査」又は「既存住宅状

況調査技術者」とは、それぞれ既存住宅状況調査技術者講習登録規程（平成 29 年

国土交通省告示第 81 号）第２条第３項から第５項までに規定する既存住宅、既

存住宅状況調査又は既存住宅状況調査技術者をいう。 

２ この基準において「一戸建ての住宅」とは、住宅の品質確保の促進等に関する

法律施行規則（平成 12 年建設省令第 20 号）第１条第４号に規定する一戸建ての

住宅をいう。 

３ この基準において「共同住宅等」とは、住宅の品質確保の促進等に関する法律

施行規則第１条第４号に規定する共同住宅等をいう。 

４ この基準において「小規模住宅」とは、階数（地階を含む。以下同じ。）が３

以下で延べ面積が 500 ㎡未満の既存住宅をいい、「大規模住宅」とは、小規模住

宅以外の既存住宅をいう。 

５ この基準において「構造耐力上主要な部分」とは、既存住宅に係る住宅の品質

確保の促進等に関する法律施行令（平成 12 年政令第 64 号）第５条第１項に定め

る住宅のうち構造耐力上主要な部分をいう。 

６ この基準において「雨水の浸入を防止する部分」とは、既存住宅に係る住宅の

品質確保の促進等に関する法律施行令第５条第２項に定める住宅のうち雨水の

浸入を防止する部分をいう。 

７ この基準において「確認済証」とは、建築基準法（昭和 25 年法律第 201 号）

第６条第１項又は第 18 条第３項の確認済証をいう。 

８ この基準において「劣化事象等」とは、劣化事象その他不具合である事象をい

う。 

９ この基準において「蟻害」とは、しろありの蟻道及び被害（複数のしろありが

認められることを含む。）をいう。 

10 この基準において「腐朽等」とは、腐朽、菌糸及び子実体をいう。 

（既存住宅状況調査を行う者） 

第３条 既存住宅状況調査技術者（以下単に「調査者」という。）が行う既存住宅

状況調査は次の各号に掲げる対象住宅（既存住宅状況調査の対象となる既存住宅

をいう。以下同じ。）の区分に応じ、それぞれ既存住宅状況調査技術者のうち当

該各号に定める者が行うものとする。 
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一 建築士法（昭和 25 年法律第 202 号）第３条第１項第２号から第４号までに

掲げる建築物である既存住宅 同法第２条第２項に規定する一級建築士 

二 建築士法第３条の２第１項各号に掲げる建築物である既存住宅（前号に掲げ

る既存住宅を除く。） 前号に定める者又は同法第２条第３項に規定する二級

建築士 

三 前２号に掲げる既存住宅以外の既存住宅 前号に定める者又は建築士法第

２条第４項に規定する木造建築士 

２ 調査者は、公正に、かつ、この基準に定めるところにより、既存住宅状況調査

を行うものとする。 

（既存住宅状況調査の方法） 

第４条 調査者は、既存住宅状況調査として、第 11 条の規定による確認及び次の

各号に掲げる対象住宅の構造の区分に応じ、それぞれ当該各号に定める調査を行

うものとする。 

一 木造 次条及び第６条の規定による調査 

二 鉄骨造 第７条及び第８条の規定による調査 

三 鉄筋コンクリート造又は鉄骨鉄筋コンクリート造（以下「鉄筋コンクリート

造等」という。） 第９条及び第 10 条の規定による調査 

四 前３号に掲げる構造以外の構造 その構造に応じて前３号に定める調査に

準じる調査 

２ 前項に規定する調査（以下単に「調査」という。）の対象となる部位（以下「対

象部位」という。）には、対象住宅（次項に規定する住戸型調査にあっては、調

査の対象となる部分に限る。）に存在しない部位を含まないものとする。 

３ 対象住宅が共同住宅等である場合には、対象部位のうち共用部分に係るものの

調査は、対象住戸（調査の対象となる住戸をいう。以下同じ。）の位置により共

用部分の調査箇所が決定される調査（対象住戸が共同住宅等の住戸の一部である

場合に限る。以下「住戸型調査」という。）にあっては第１号に掲げる部分、住

戸型調査以外の調査（以下「住棟型調査」という。）にあっては第２号に掲げる

部分について行うものとする。 

一 外壁、屋根（対象住宅が長期修繕計画を有するものである場合を除く。）並

びに当該共同住宅等の主要な出入口から当該対象住戸に至る経路上及び当該

対象住戸から確認できる部分 

二 外壁、屋根及び次に掲げる共同住宅等の区分に応じ、それぞれ次に定める階

にある部分 

イ 木造の共同住宅等及び木造以外の小規模住宅である共同住宅等 全ての

階 

ロ 木造以外の大規模住宅である共同住宅等  原則として、最下階、最上階並

びに最下階から数えて２の階及び最下階から数えて３に７の自然数倍を加

えた数の階（最上階を除く。） 

４ 調査は、少なくとも歩行その他の通常の手段により移動できる位置において、

対象部位のうち少なくとも移動が困難な家具等により隠蔽されている部分以外
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の部分について行うものとする。 

５ 前項の規定により、対象部位について調査することができる部分がない場合に

は、当該対象部位は、調査できないものとして取り扱うものとする。 

６ 調査者は、既存住宅状況調査を行ったときは、既存住宅状況調査の結果の報告

書及び次に掲げる事項を記載した既存住宅状況調査の結果の概要を作成し、既存

住宅状況調査の依頼者に交付するとともに、既存住宅状況調査の結果を依頼者に

報告するものとする。 

一 対象住宅の名称、所在地、構造、階数及び延べ面積（共同住宅等の住戸型調

査にあっては対象住戸の専有面積をいい、住棟型調査にあっては対象住宅の延

べ面積をいう。） 

二 既存住宅状況調査の実施日 

三 対象住宅の一戸建ての住宅又は共同住宅等の別（共同住宅等にあっては、住

戸型調査又は住棟型調査の別を含む。） 

四 対象部位ごとの劣化事象等の有無（前項の規定により調査できないものとし

て取り扱う対象部位にあっては、その旨） 

五 調査者が前条第１項各号に定める者及び既存住宅状況調査技術者である旨 

（木造の対象住宅のうち構造耐力上主要な部分に係る調査） 

第５条 調査者は、木造の対象住宅のうち構造耐力上主要な部分に係る調査とし

て、次の表の（い）欄に掲げる部位における（ろ）欄に掲げる劣化事象等の有無

について、（は）欄に掲げる方法により調査するものとする。 

（い） （ろ） （は） 

部位  劣化事 象等  方法  

一 基礎（立 ち上がり部

分を含む。） 

幅 0.5mm 以 上のひび割 れ 計測又は目 視 

深さ 20ｍｍ以上の欠損  計測又は目 視 

コンクリートの著しい劣化 打診又は目 視 

さび汁 を伴 うひび割 れ又 は欠 損 （白 華 を含

む。） 

目視  

鉄筋の露出  計測又は目 視 

二 土台及 び床組  著しいひび割れ、劣化又は欠損  計測又は目 視 

三 床 著しいひび割れ、劣化又は欠損  計測又は目 視 

著しい沈み 計測又は目 視 

6/1000 以上 の勾配の傾斜（凹凸の少ない

仕上げによる床の表面 における二 点（３ｍ

程度離れているものに限る。）の間を結ぶ

直線の水平 面に対する角度をいう。） 

計測  

四 柱及び梁 著しいひび割れ、劣化又は欠損  計測又は目 視 

梁の著しいたわみ 目視  

柱の 1000 分の６以上 の勾配の傾斜（凹凸

の少ない仕上げによる柱の表面と、その面

と垂直な鉛直面との交差する線（２ｍ程度

以上の長さのものに限る。）の鉛直 線に対

する角度をいう。） 

計測  

五 

外
壁
及
び

軒
裏

イ 乾式仕 上げの

場合  

合板、ラス網 、ボード、防水紙、構造 材その

他の下地材 （以下「外壁 等下地 材」とい

う。）まで到 達するひび割れ、欠損、浮き、

はらみ又は剥落  

計測又は目 視 

ロ タイル仕上げ

（湿式工法）の場合 

外壁等 下地 材まで到達 するひび割れ、欠

損、浮き、はらみ又は剥落 

計測又は目 視 
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複数の仕上 材にまたがったひび割れ又は

欠損  

計測又は目 視 

仕上材の著 しい浮き 打診又は目 視 

ハ 塗壁仕 上げの

場合  

外壁等 下地 材まで到達 するひび割れ、欠

損、浮き、はらみ又は剥落 

計測又は目 視 

仕上材の著 しい浮き 打診又は目 視 

ニ その他の仕上

げの場合  

イからハまでの場合における劣化 事 象等に

準じるもの 

イからハまでの

場合における

方法に準じるも

の 

六 バルコニー（対象 住

宅が共同住 宅等である

場合にあっては、バルコ

ニー及び共 用廊下） 

支持部 材又 は床の著しいぐらつき、ひび割

れ又は劣化 

計測又は目 視 

七 内壁  合 板 、ボード、構 造 材 その他 の下 地 材 （以

下 「内 壁 下 地 材 」という。）まで到 達 するひ

び割れ、欠損、浮き、はらみ又は剥落 

計測又は目 視 

八 天井  合板、ボード、構造材その他の下地材（以

下「天井下 地材」という。）まで達するひび

割れ、欠損、浮き、はらみ又は剥落  

目視  

九 小屋組（下屋部 分を

含む。） 

著しいひび割れ、劣化又は欠損  計測又は目 視 

２ 調査者は、前項のほか、同項の表中各号の部位（床下の部分を含む。）につい

て、目視により、著しい蟻害が認められるかどうかを調査するものとする。 

３ 調査者は、前２項のほか、第１項の表中各号の部位（床下の部分を含む。）に

ついて、計測又は目視及び打診又は触診により、著しい腐朽等が認められるかど

うかを調査するものとする。 

４ 調査者は、前３項のほか、基礎（立ち上がり部分を含む。以下この項において

同じ。）における鉄筋の本数及び間隔について、次に掲げる方法により、構造耐

力上問題のある不足が認められるかどうかを調査するものとする。ただし、対象

住宅が小規模住宅である場合には、基礎に係る劣化事象等があったときに限り、

調査するものとする。 

一 電磁波レーダ法又は電磁誘導法により調査すること。 

二 基礎について、張り間方向及びけた行方向の立ち上がり部分の各一箇所及び

底盤部分の一箇所を調査すること。 

三 第１号の調査の結果と新築時の設計図書等との照合その他の方法により、鉄

筋の本数が明らかに少ない状態と認められるかどうかを調査すること。 

（木造の対象住宅のうち雨水の浸入を防止する部分に係る調査） 

第６条 調査者は、木造の対象住宅のうち雨水の浸入を防止する部分に係る調査と

して、次の表の（い）欄に掲げる部位における（ろ）欄に掲げる劣化事象等の有

無について、（は）欄に掲げる方法により調査するものとする。 

（い） （ろ） （は） 

部位  劣化事 象等  方法  

一  外 壁 （ 開 口 部 を 含

む。） 

シーリング材 の破断又は欠損  目視  

建具の周囲 の隙間又は建具の著しい開閉

不良  

目視又は操 作 

二 軒裏  シーリング材 の破断又は欠損  目視  

軒裏天 井の雨漏りの跡 目視  
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三  バルコニー（対 象 住

宅 が 共 同 住 宅 等 で あ る

場 合 にあっては、バルコ

ニー及び共 用廊下） 

防水層の著 しいひび割れ、劣化若しくは欠

損又は水切 り金物等の不具合  

目視  

四 内壁  雨漏りの跡 目視  

五 天井  雨漏りの跡 目視  

六 小屋組  雨漏りの跡 目視  

七 

屋

根 

イ 屋根葺 材による

仕上げの場合 

屋根葺 材の著しい破損、ずれ、ひび割 れ、

劣化、欠損、浮き又ははがれ 

目視  

ロ その他の仕上げ

の場合 

防水層の著 しいひび割れ、劣化若しくは欠

損又は水切 り金物等の不具  

目視  

（鉄骨造の対象住宅のうち構造耐力上主要な部分に係る調査） 

第７条 調査者は、鉄骨造の対象住宅のうち構造耐力上主要な部分に係る調査とし

て、次の表の（い）欄に掲げる部位における（ろ）欄に掲げる劣化事象等の有無

について、（は）欄に掲げる方法により調査するものとする。 

（い） （ろ） （は） 

部位  劣化事 象等  方法  

一 基礎（立 ち上がり部 

分を含む。） 

幅 0.5ｍｍ以上のひび割 れ 計測又は目 視 

深さ 20ｍｍ以上の欠損  計測又は目 視 

コンクリートの著しい劣化 打診又は目 視 

さび汁を伴うひび割れ又 は欠損（白華を含

む。） 

目視  

鉄筋の露出  計測又は目 視 

二 土台及 び床組  著しいひび割れ、劣化又は欠損  計測又は目 視 

三 床 著しいひび割れ、劣化又は欠損  計測又は目 視 

著しい沈み 計測又は目 視 

6/1000 以上の勾 配の傾斜（凹 凸 の少ない

仕 上 げによる床 の表 面 における二 点 （３ｍ

程 度 離 れているものに限 る。）の間 を結 ぶ

直線の水平 面に対する角度をいう。） 

計測  

四 柱及び梁 著しいひび割れ、劣化又は欠損  計測又は目 視 

梁の著しいたわみ 目視  

柱の 6/1000 以上の勾配の傾斜（凹凸の

少ない仕上 げによる柱の表面と、その面と

垂直な鉛直 面との交差 する線（２ｍ程度以

上の長さのものに限る。）の鉛直線に対す

る角度をいう。） 

計測  

五 

外

壁

及

び

軒

裏 

イ 乾式仕 上げの場

合 

外壁等 下地 材まで到達 するひび割れ、欠

損、浮き、はらみ又は剥落 

計測又は目 視 

ロ タイル仕上げ（湿

式工法）の場合  

外壁等 下地 材まで到達 するひび割れ、欠

損、浮き、はらみ又は剥落 

計測又は目 視 

複数の仕上 材にまたがったひび割れ又は

欠損  

計測又は目 視 

仕上材の著 しい浮き 打診又は目 視 

ハ 塗壁仕 上げの場

合 

外壁等 下地 材まで到達 するひび割れ、欠

損、浮き、はらみ又は剥落 

計測又は目 視 

仕上材の著 しい浮き 打診又は目 視 

ニ その他の仕上げ

の場合 

イからハまでの場合における劣化 事 象等に

準じるもの 

イからハまでの

場合における方

法に準じるもの 

六 バルコニー（対象 住 宅

が共同住宅 等である場 合

支持部 材又 は床の著しいぐらつき、ひび割

れ又は劣化 

計測又は目 視 
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にあっては、バルコニー及

び共用廊 下 ） 

七 内壁  内壁下 地材 まで到達するひび割れ、欠損、

浮き、はらみ又は剥落  

計測又は目 視 

6/1000 以上 の勾配の傾斜（凹凸の少ない

仕上げによる壁の表面 と、その面と垂直な

鉛直面との交差する線（２ｍ程度以 上の長

さのものに限 る。）の鉛直 線に対する角度を

いう。） 

計測  

八 天井  天井下 地材 まで達するひび割れ、欠損、浮

き、はらみ又 は剥落 

目視  

九 小屋組（下屋部 分を

含む。） 

著しいひび割れ、劣化又は欠損  計測又は目 視 

２ 調査者は、前項のほか、同項の表中各号の部位（床下の部分を含む。）につい

て、計測又は目視及び打診又は触診により、著しい腐食が認められるかどうかを

調査するものとする。 

３ 調査者は、前２項のほか、基礎（立ち上がり部分を含む。以下この項において

同じ。）における鉄筋の本数及び間隔について、次に掲げる方法により、構造耐

力上問題のある不足が認められるかどうかを調査するものとする。ただし、対象

住宅が小規模住宅である場合には、基礎に係る劣化事象等があったときに限り、

調査するものとする。 

一 電磁波レーダ法又は電磁誘導法による調査を行うこと。 

二 基礎について、張り間方向及びけた行方向の立ち上がり部分の各一箇所並び

に底盤部分の一箇所を調査すること。 

三 第１号の調査の結果と新築時の設計図書等との照合その他の方法により、鉄

筋の本数が明らかに少ない状態と認められるかどうかを調査すること。 

４ 調査者は、対象住宅が大規模住宅である場合には、前３項のほか、コンクリー

トの圧縮強度について、次に掲げる方法により、構造耐力上問題のある不足が認

められるかどうかを調査するものとする。 

一 日本工業規格Ａ1155 による反発度の測定結果に基づく推定又は日本工業規

格Ａ1107 による試験を行うこと。 

二 基礎（立ち上がり部分を含む。）について、南面及び北面の各一箇所を調査

すること。 

三 日本工業規格Ａ1107 による試験を過去に実施している場合において、調査

結果が信頼できるものと認められるときは、その調査結果を活用することがで

きるものとすること。 

（鉄骨造の対象住宅のうち雨水の浸入を防止する部分に係る調査） 

第８条 調査者は、鉄骨造の対象住宅のうち雨水の浸入を防止する部分に係る調査

として、次の表の（い）欄に掲げる部位における（ろ）欄に掲げる劣化事象等の

有無について、（は）欄に掲げる方法により調査するものとする。 

（い） （ろ） （は） 

部位  劣化事 象等  方法  

一  外 壁 （ 開 口 部 を 含

む。） 

シーリング材 の破断又は欠損  目視  

建具の周囲 の隙間又は建具の著しい開閉

不良  

目視又は操 作 
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二 軒裏  シーリング材 の破断又は欠損  目視  

軒裏天 井の雨漏りの跡 目視  

三  バルコニー（対 象 住

宅 が 共 同 住 宅 等 で あ る

場 合 にあっては、バルコ

ニー及び共 用廊下） 

防水層の著 しいひび割れ、劣化若しくは欠

損又は水切 り金物等の不具合  

目視  

四 内壁  雨漏りの跡 目視  

五 天井  雨漏りの跡 目視  

六 小屋組  雨漏りの跡 目視  

七 

屋

根 

イ 屋根葺 材による

仕上げの場合 

屋根葺 材の著しい破損、ずれ、ひび割 れ、

劣化、欠損、浮き又ははがれ 

目視  

ロ その他の仕上げ

の場合 

防水層の著 しいひび割れ、劣化若しくは欠

損又は水切 り金物等の不具  

目視  

（鉄筋コンクリート造等の対象住宅のうち構造耐力上主要な部分に係る調査） 

第９条 調査者は、鉄筋コンクリート造等の対象住宅のうち構造耐力上主要な部分

に係る調査として、次の表の（い）欄に掲げる部位における（ろ）欄に掲げる劣

化事象等の有無について、（は）欄に掲げる方法により調査するものとする。 

（い） （ろ） （は） 

部位  劣化事 象等  方法  

一 基礎（立 ち上がり部 

分を含む。） 

幅 0.5ｍｍ以上のひび割 れ 計測又は目 視 

深さ 20ｍｍ以上の欠損  計測又は目 視 

コンクリートの著しい劣化 打診又は目 視 

さび汁を伴うひび割れ又 は欠損（白華を含

む。） 

目視  

鉄筋の露出  計測又は目 視 

二 床 著 しいひび割 れ、劣 化 又 は欠 損 （さび汁 、

白華又は鉄 筋の露出を含む。） 

計測又は目 視 

6/1000 以上の勾 配の傾斜（凹 凸 の少ない

仕 上 げによる床 の表 面 における二 点 （３ｍ

程 度 離 れているものに限 る。）の間 を結 ぶ

直線の水平 面に対する角度をいう。） 

計測  

三 柱及び梁 著 しいひび割 れ、劣 化 又 は欠 損 （さび汁 、

白華又は鉄 筋の露出を含む。） 

計測又は目 視 

柱の著しい傾斜  計測又は目 視 

四 

外

壁 

イ コンクリート打放し

又は塗装仕 上げの場

合 

幅 0.5ｍｍ以上のひび割 れ 計測又は目 視 

深さ 20ｍｍ以上の欠損  計測又は目 視 

コンクリートの著しい劣化 打診又は目 視 

さび汁を伴うひび割れ又 は欠損（白華を含

む。） 

目視  

鉄筋の露出  計測又は目 視 

ロ タイル仕上げ（湿

式工法）の場合  

下地材まで到達するひび割れ、欠損、浮

き、はらみ又 は剥落 

計測又は目 視 

複数のタイルにまたがったひび割れ又は欠

損 

計測又は目 視 

仕上材の著 しい浮き 打診又は目 視 

ハ 塗壁仕 上げの場

合 

下地材まで到達するひび割れ、欠損、浮

き、はらみ又 は剥落 

計測又は目 視 

仕上材の著 しい浮き 打診又は目 視 

ニ その他の仕上げ

の場合 

イからハまでの場合における劣化 事 象等に

準じるもの 

イからハまでの

場合における方

法に準じるもの 
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五 バルコニー（対象 住 宅

が共同住宅 等である場 合

にあっては、バルコニー及

び共用廊 下 ） 

支持部 材又 は床の著しいぐらつき、ひび割

れ又は劣化（さび汁、白華又は鉄筋 の露出

を含む。） 

計測又は目 視 

六 内壁  幅 0.5ｍｍ以上のひび割 れ 計測又は目 視 

深さ 20ｍｍ以上の欠損  計測又は目 視 

コンクリートの著しい劣化 打診又は目 視 

さび汁を伴うひび割れ又 は欠損（白華を含

む。） 

目視  

鉄筋の露出  計測又は目 視 

八 天井  コンクリートの著しい劣化 目視  

さび汁を伴うひび割れ又 は欠損（白華を含

む。） 

目視  

鉄筋の露出  目視  

２ 調査者は、対象住宅が大規模住宅である場合には、前項のほか、鉄筋の本数及

び間隔について、次に掲げる方法により、構造耐力上問題のある不足が認められ

るかどうかを調査するものとする。ただし、住戸型調査にあっては、調査するこ

とを要しない。 

一 電磁波レーダ法又は電磁誘導法による調査を行うこと。 

二 前項の表中第２号から第４号までの部位について、第４条第３項第２号ロに

定める階の各２箇所を調査すること。 

三 第１号の調査の結果と新築時の設計図書等との照合その他の方法により、鉄

筋の本数が明らかに少ない状態と認められるかどうかを調査すること。 

３ 調査者は、対象住宅が大規模住宅である場合には、前２項のほか、コンクリー

トの圧縮強度について、次に掲げる方法により、構造耐力上問題のある不足が認

められるかどうかを調査するものとする。ただし、平成 11 年５月１日以降に確

認済証の交付を受けた対象住宅の住戸型調査にあっては、調査することを要しな

い。 

一 日本工業規格Ａ1155 による反発度の測定結果に基づく推定又は日本工業規

格Ａ1107 による試験を行うこと。 

二 住戸型調査にあっては、外壁について、最下階及び最下階から数えて２の階

の各１箇所を調査すること。 

三 住棟型調査にあっては、第１項の表中第１号、第４号及び第６号の部位につ

いて、第４条第３項第２号ロに定める階のそれぞれ南面及び北面の各１箇所を

調査すること。 

四 日本工業規格Ａ1107 による試験を過去に実施している場合において、調査

結果が信頼できるものと認められるときは、その調査結果を活用することがで

きるものとすること。 

４ 調査者は、対象住宅が小規模住宅である場合には、第１項のほか、基礎（立ち

上がり部分を含む。）に係る劣化事象等があった場合に限り、第２項の規定によ

る調査を行うものとする。 

（鉄筋コンクリート造等の対象住宅のうち雨水の浸入を防止する部分に係る調査） 

第 10 条 調査者は、鉄筋コンクリート造等の対象住宅のうち雨水の浸入を防止す

る部分に係る調査として、次の表の（い）欄に掲げる部位における（ろ）欄に掲
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げる劣化事象等の有無について、（は）欄に掲げる方法により調査するものとす

る。 

（い） （ろ） （は） 

部位  劣化事 象等  方法  

一  外 壁 （開 口 部 、笠 木 、

バルコニーその他 の部 位 と

の取り合い部分を含む。） 

シーリング材 の破断又は欠損  目視  

建 具 の周 囲 の隙 間 又 は建 具 の著 しい開 閉

不良  

目視又は操 作 

二 内壁  雨漏りの跡 目視  

三 天井  雨漏りの跡 目視  

四 屋根  著 しい防 水 層 のひび割 れ、劣 化 若 しくは欠

損 

目視  

（対象住宅の耐震性に関する書類の確認） 

第 11 条 調査者は、対象住宅が次の各号のいずれかに該当するかどうかを確認す

るものとする。 

一 昭和 56 年６月１日以降に確認済証の交付を受けた既存住宅（建設工事の完

了後に構造耐力上主要な部分に影響を及ぼす工事その他の行為が行われたと

認められるものにあっては、建築物の構造耐力に関する基準及び制限に適合す

ることが確認できるものに限る。） 

二 前号以外の既存住宅であって、建築物の耐震改修の促進に関する法律第 17

条第３項第２号の規定に基づき地震に対する安全上耐震関係規定に準ずるも

のとして定める基準（平成 18 年国土交通省告示第 185 号）に適合することが

確認できるもの（その適合後に構造耐力上主要な部分に影響を及ぼす工事その

他の行為が行われたと認められるものにあっては、建築物の構造耐力に関する

基準及び制限に適合することが確認できるものに限る。） 

２ 前項の規定による確認は、同項第１号に係る確認にあっては第１号から第５号

までに掲げる者、同項第２号に係る確認にあっては第３号から第６号までに掲げ

る者が発行した書類の確認をもって行うものとする。 

一 建築基準法第２条第 35 号に規定する特定行政庁 

二 建築基準法第７条第４項に規定する建築主事等 

三 建築基準法第 77 条の 21 第１項に規定する指定確認検査機関 

四 住宅の品質確保の促進等に関する法律（平成 11 年法律第 81 号）第５条第１

項に規定する登録住宅性能評価機関 

五 特定住宅瑕疵担保責任の履行の確保等に関する法律（平成 19 年法律第 66

号）第 17 条第１項に規定する住宅瑕疵担保責任保険法人 

六 建築士法第２条第１項に規定する建築士 
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３－４ 標準媒介契約約款の改正（告示）  

改正された宅地建物取引業法施行規則第 15 条の７第４号の規定に基づき、標準媒介

契約款の一部が平成 29 年３月 28 日に改正された。 

平成 29 年４月１日施行の内容としては、「宅地建物取引業者の義務（目的物件の売買

又は交換の申込みがあったときに依頼者に対して遅滞なくその旨を報告すること）」と

「反社会勢力の排除」が盛り込まれた。平成 30 年４月１日施行の内容としては、「建物

状況調査を実施する者のあっせんの有無」が盛り込まれた。以下に改正箇所を整理する。 

 

１）平成 29 年４月１日施行 

（１）標準専任媒介契約約款 

①専任媒介契約書 

１ 成約に向けての義務 

一・二 （略） 

三 乙は、目的物件の売買又は交換の申込みがあったときは、甲に対し、遅滞な

く、その旨を報告します。 

四 （略） 

備考 

＊１ （略） 

＊２ 宅地建物取引業法第 34 条の２第９項に定める頻度（２週間に１回以上）

の範囲内で具体的な頻度を記入すること。 

＊３・４ （略） 

２～６ （略） 

 

②専任媒介契約約款 

（宅地建物取引業者の義務等） 

第４条 乙は、次の事項を履行する義務を負います。 

一・二 （略） 

三 目的物件の売買又は交換の申込みがあったときは、甲に対して、遅滞なく、

その旨を報告すること。 

四・五 （略） 

 

（反社会的勢力の排除） 

第 18 条 甲及び乙は、それぞれ相手方に対し、次の事項を確約します。 

一 自らが、暴力団、暴力団関係企業、総会屋若しくはこれらに準ずる者又はそ

の  構成員（以下これらを総称して「反社会的勢力」といいます。）でない

こと。 

二 自らの役員（業務を執行する社員、取締役、執行役又はこれらに準ずる者を

いいます。）が反社会的勢力でないこと。 

 三 反社会的勢力に自己の名義を利用させ、専任媒介契約を締結するものでな

いこと。 
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四 専任媒介契約の有効期間内に、自ら又は第三者を利用して、次の行為をしな

いこと。 

  イ 相手方に対する脅迫的な言動又は暴力を用いる行為 

  ロ 偽計又は威力を用いて相手方の業務を妨害し、又は信用を毀損する行為 

２ 専任媒介契約の有効期間内に、甲又は乙が次のいずれかに該当した場合には、

その相手方は、何らの催告を要せずして、専任媒介契約を解除することができま

す。 

一 前項第１号又は第２号の確約に反する申告をしたことが判明した場合 

二 前項第３号の確約に反し契約をしたことが判明した場合 

三 前項第４号の確約に反する行為をした場合 

３ 乙が前項の規定により専任媒介契約を解除したときは、甲に対して、約定報酬

額に相当する金額（既に約定報酬の一部を受領している場合は、その額を除いた

額とします。なお、この媒介に係る消費税額及び地方消費税額の合計額に相当す

る額を除きます。）を違約金として請求することができます。 

 

（２）標準専属専任媒介契約約款 

①専属専任媒介契約書 

１ 成約に向けての義務 

一・二 （略） 

三 乙は、目的物件の売買又は交換の申込みがあったときは、甲に対し、遅滞な

く、その旨を報告します。 

四 （略） 

備考 

＊１ （略） 

＊２ 宅地建物取引業法第 34 条の２第９項に定める頻度（２週間に１回以上）

の範囲内で具体的な頻度を記入すること。 

＊３・４ （略） 

２～６ （略） 

 

②専属専任媒介契約約款 

（宅地建物取引業者の義務等） 

第４条 乙は、次の事項を履行する義務を負います。 

一・二 （略） 

三 目的物件の売買又は交換の申込みがあったときは、甲に対して、遅滞なく、

その旨を報告すること。 

四・五 （略） 

 

（反社会的勢力の排除） 

第 18 条 甲及び乙は、それぞれ相手方に対し、次の事項を確約します。 

一 自らが、暴力団、暴力団関係企業、総会屋若しくはこれらに準ずる者又はそ
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の  構成員（以下これらを総称して「反社会的勢力」といいます。）でない

こと。 

二 自らの役員（業務を執行する社員、取締役、執行役又はこれらに準ずる者を

いいます。）が反社会的勢力でないこと。 

 三 反社会的勢力に自己の名義を利用させ、専属専任媒介契約を締結するもの

でないこと。 

四 専属専任媒介契約の有効期間内に、自ら又は第三者を利用して、次の行為を

しないこと。 

  イ 相手方に対する脅迫的な言動又は暴力を用いる行為 

  ロ 偽計又は威力を用いて相手方の業務を妨害し、又は信用を毀損する行為 

２ 専属専任媒介契約の有効期間内に、甲又は乙が次のいずれかに該当した場合に

は、その相手方は、何らの催告を要せずして、専属専任媒介契約を解除すること

ができます。 

一 前項第１号又は第２号の確約に反する申告をしたことが判明した場合 

二 前項第３号の確約に反し契約をしたことが判明した場合 

三 前項第４号の確約に反する行為をした場合 

３ 乙が前項の規定により専属専任媒介契約を解除したときは、甲に対して、約定

報酬額に相当する金額（既に約定報酬の一部を受領している場合は、その額を除

いた額とします。なお、この媒介に係る消費税額及び地方消費税額の合計額に相

当する額を除きます。）を違約金として請求することができます。 

 

（３）標準一般媒介契約約款 

①一般媒介契約書 

３ 成約に向けての乙の義務 

一 乙は、契約の相手方との契約条件の調整等を行い、契約の成立に向けて積極

的に努力します。 

二 乙は、目的物件の売買又は交換の申込みがあったときは、甲に対し、遅滞な

く、その旨を報告します。 

 

４ 媒介に係る乙の業務 

乙は、３に掲げる義務を履行するとともに、次の業務を行います。 

一～四 （略） 

 

②一般媒介契約約款 

（宅地建物取引業者の義務等） 

第５条 乙は、次の事項を履行する義務を負います。 

一 契約の相手方との契約条件の調整等を行い、契約の成立に向けて積極的に努

力すること。 

二 目的物件の売買又は交換の申込みがあったときは、甲に対して、遅滞なく、

その旨を報告すること。 
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２ 乙は、前項に掲げる義務を履行するとともに、次の業務を行います。 

一～五 （略） 

 

（反社会的勢力の排除） 

第 18 条 甲及び乙は、それぞれ相手方に対し、次の事項を確約します。 

一 自らが、暴力団、暴力団関係企業、総会屋若しくはこれらに準ずる者又はそ

の  構成員（以下これらを総称して「反社会的勢力」といいます。）でない

こと。 

二 自らの役員（業務を執行する社員、取締役、執行役又はこれらに準ずる者を

いいます。）が反社会的勢力でないこと。 

 三 反社会的勢力に自己の名義を利用させ、一般媒介契約を締結するものでな

いこと。 

四 一般媒介契約の有効期間内に、自ら又は第三者を利用して、次の行為をしな

いこと。 

  イ 相手方に対する脅迫的な言動又は暴力を用いる行為 

  ロ 偽計又は威力を用いて相手方の業務を妨害し、又は信用を毀損する行為 

２ 一般媒介契約の有効期間内に、甲又は乙が次のいずれかに該当した場合には、

その相手方は、何らの催告を要せずして、一般媒介契約を解除することができま

す。 

一 前項第１号又は第２号の確約に反する申告をしたことが判明した場合 

二 前項第３号の確約に反し契約をしたことが判明した場合 

三 前項第４号の確約に反する行為をした場合 

３ 乙が前項の規定により一般媒介契約を解除したときは、甲に対して、約定報酬

額に相当する金額（既に約定報酬の一部を受領している場合は、その額を除いた

額とします。なお、この媒介に係る消費税額及び地方消費税額の合計額に相当す

る額を除きます。）を違約金として請求することができます。 

 

 

２）平成 30 年４月１日施行 

（１）標準専任媒介契約約款 

①専任媒介契約書 

１ 成約に向けての義務 

一～四 （略） 

備考 

＊１～＊３ （略） 

＊４ 宅地建物取引業法第 34 条の２第５項及び宅地建物取引業法施行規則第

15 条の 10 に定める期間（７日以内）の範囲内で具体的な期間を記入するこ

と。 

２ 媒介に係る業務 （略） 

３ 建物状況調査を実施する者のあっせんの有無 （有・無） 
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４～７ （略） 

 

②専任媒介契約約款 

（建物状況調査を実施する者のあっせん） 

第６条 乙は、この媒介契約において建物状況調査を実施する者のあっせんを行う

こととした場合にあっては、甲に対して、建物状況調査を実施する者をあっせん

しなければなりません。 

第７条～第 19 条 （略） 

 

（２）標準専属専任媒介契約約款 

①専属専任媒介契約書 

１ 成約に向けての義務 

一～四 （略） 

備考 

＊１～＊３ （略） 

＊４ 宅地建物取引業法第 34 条の２第５項及び宅地建物取引業法施行規則第

15 条の 10 に定める期間（７日以内）の範囲内で具体的な期間を記入するこ

と。 

２ 媒介に係る業務 （略） 

３ 建物状況調査を実施する者のあっせんの有無 （有・無） 

４～７ （略） 

 

②専属専任媒介契約約款 

（建物状況調査を実施する者のあっせん） 

第６条 乙は、この媒介契約において建物状況調査を実施する者のあっせんを行う

こととした場合にあっては、甲に対して、建物状況調査を実施する者をあっせん

しなければなりません。 

第７条～第 19 条 （略） 

 

（３）標準一般媒介契約約款 

①一般媒介契約書 

５ 建物状況調査を実施する者のあっせんの有無 （有・無） 

６～10 （略） 

 

②専属専任媒介契約約款 

（建物状況調査を実施する者のあっせん） 

第７条 乙は、この媒介契約において建物状況調査を実施する者のあっせんを行う

こととした場合にあっては、甲に対して、建物状況調査を実施する者をあっせん

しなければなりません。 

第８条～第 20 条 （略） 
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３－５ 宅地建物取引業法の解釈・運用の考え方（ガイドライン）  

国民一般に国土交通省の考え方を理解してもらうことを目的として、大臣免許の付与

など、国土交通大臣自身が宅地建物取引業法の解釈・運用を行う際の基準として「宅地

建物取引業法の解釈・運用の考え方」が作成され、「宅地建物取引業法の解釈・運用の

考え方について」が平成 13 年１月６日付け国土交通省総合政策局不動産業課長から各

地方支分部局主管部長あてに通達された。 

今回の宅建業法の改正に伴い、「宅地建物取引業法の解釈・運用の考え方」も改訂さ

れた。平成 29 年４月１日施行の内容としては、「売買又は交換の申込みがあったときの

報告」、「建築条件付土地売買契約」、「建物の耐震診断の結果」、「体系的な研修の

実施の努力義務」の４項目についての考え方が示された。また、平成 30 年４月１日施行

の内容としては、「建物状況調査を実施する者のあっせん」、「重要事項説明の対象と

なる建物状況調査」、「建物の建築及び維持保全の状況に関する書類」、「当事者の双

方が確認した事項」の４項目についての考え方が示された。あわせて、それに伴う書式

の変更についても示された。  

 

１）標準媒介契約約款について（平成 29 年４月１日施行） 

第３４条の２関係 

３ 標準媒介契約約款について 

（３）標準媒介契約約款の運用について 

① 宅地建物取引業者の成約に向けての義務について 

専属専任媒介契約及び専任媒介契約の依頼を受けた場合には、成約へ向けて積極

的に努力するに当たって、具体的に行う措置（指定流通機構への登録のほか、広告、

他の宅地建物取引業者との連携等）を依頼者に明示することとする。 

 

イ 業務処理状況の報告について 

報告すべき事項は、宅地建物取引業者が契約の相手方を探索するために行った

措置（指定流通機構への依頼物件の登録、広告等）、引き合いの状況等とする。 

ロ 売買又は交換の申込みがあったときの報告について 

購入申込書等の売買又は交換の意思が明確に示された文書による申込みがあ

ったときは、依頼者に対して遅滞なく、その旨を報告することとする。依頼者

の希望条件を満たさない申込みの場合等であっても、その都度報告する必要が

ある。 

ハ 指定流通機構への依頼物件の登録について 

「媒介契約締結の日」とは、媒介の契約締結の意思の合致のあった日であって、

同日以後に遅滞なく交付することとされている媒介契約に係る書面の交付の

日でないことに留意することが必要である。また、契約を締結した当日そのも

のについては民法上の原則（初日不算入）により、登録期間には含まれない。 
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２）建物状況調査を実施する者のあっせんについて（平成 30 年４月１日施行） 

第３４条の２関係 

４ 建物状況調査を実施する者のあっせんについて 

宅地建物取引業者は、媒介契約を締結するときは、媒介契約書に「建物状況調査

を実施する者のあっせんの有無」について記載することとする。また、依頼者が建

物状況調査について認識した上で既存住宅の取引を行えるよう、宅地建物取引業者

は依頼者に対して、建物状況調査に関して説明を行うことが望ましい。 

建物状況調査を実施する者のあっせんを行う場合には、あっせん先が既存住宅状

況調査技術者講習登録規程（平成２９年国土交通省告示第８１号）第２条第５項の

既存住宅状況調査技術者であることを同規程第５条第２項第２号の既存住宅状況

調査技術者講習実施機関のホームページ等において確認した上で行うよう留意す

ること。また、建物状況調査を実施する者に関する単なる情報提供ではなく、依頼

者と建物状況調査を実施する者の間で建物状況調査の実施に向けた具体的なやり

とりが行われるように手配することとする。その際、建物状況調査を実施する者は

建築士であることから、報酬を得て建物状況調査を行うには、建築士法第２３条第

１項の規定に基づく建築士事務所登録を受けている必要があることに留意するこ

と。 

なお、建物状況調査の結果に関する客観性を確保する観点から、売却希望の依頼

者及び購入希望の依頼者（交換希望の依頼者を含む。）の同意がある場合を除き、

宅地建物取引業者は、自らが取引の媒介を行う場合にあっては、建物状況調査の実 

施主体となることは適当でない。 

また、宅地建物取引業者は、購入希望の依頼者（交換により既存住宅を取得しよう

とする依頼者を含む。）が建物状況調査を実施する場合には、あらかじめ物件所有

者の同意が必要であることに留意すること。建物状況調査を実施する者のあっせん

は、媒介業務の一環であるため、宅地建物取引業者は、依頼者に対し建物状況調査

を実施する者をあっせんした場合において、報酬とは別にあっせんに係る料金を受

領することはできない。 

 

３）当事者の双方が確認した事項について（平成 30 年４月１日施行） 

第３７条第１項第２号の２関係 

当事者の双方が確認した事項について 

「当事者の双方が確認した事項」は、原則として、建物状況調査等、既存住宅に

ついて専門的な第三者による調査が行われ、その調査結果の概要を重要事項として

宅地建物取引業者が説明した上で契約締結に至った場合の当該「調査結果の概要」

とし、これを本条の規定に基づき交付すべき書面に記載することとする。これ以外

の場合については、「当事者の双方が確認した事項」は「無」として書面に記載す

ることとする。 

ただし、当事者の双方が写真や告知書等をもとに既存住宅の状況を客観的に確認

し、その内容を価格交渉や瑕疵担保の免責に反映した場合等、既存住宅の状況が実

態的に明らかに確認されるものであり、かつ、それが法的にも契約の内容を構成し
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ていると考えられる場合には、当該事項を「当事者の双方が確認した事項」として

書面に記載して差し支えない。 

 

４）重要事項説明の対象となる建物状況調査について（平成 30 年４月１日施行） 

第３５条第１項第６号の２関係 

１ 重要事項説明の対象となる建物状況調査について 

建物状況調査が過去１年以内に実施されている場合には、建物状況調査を実施し

た者が作成した「建物状況調査の結果の概要（重要事項説明用）」（別添４）に基

づき、劣化事象等の有無を説明することとする。説明を行うに当たっては、当該建

物状況調査を実施した者が既存住宅状況調査技術者であることを既存住宅状況調

査技術者講習実施機関のホームページ等において確認した上で行うよう留意する

こと。 

本説明義務については、売主等に建物状況調査の実施の有無を照会し、必要に応

じて管理組合及び管理業者にも問い合わせた上、実施の有無が判明しない場合は、

その照会をもって調査義務を果たしたことになる。 

実施後１年を経過していない建物状況調査が複数ある場合は、直近に実施された

建物状況調査を重要事項説明の対象とする。ただし、直近に実施されたもの以外の

建物状況調査により劣化事象等が確認されている場合には、消費者の利益等を考慮

し、当該建物状況調査についても買主等に説明することが適当である。なお、取引

の判断に重要な影響を及ぼすと考えられる建物状況調査を直近のもの以外に別途

認識しているにもかかわらず、当該建物状況調査について説明しない場合には、法

第４７条違反になりうる。 

また、建物状況調査を実施してから１年を経過する前に大規模な自然災害が発生

した場合等、重要事項の説明時の建物の現況が建物状況調査を実施した時と異なる

可能性がある場合であっても、自然災害等による建物への影響の有無及びその程度

について具体的に判断することは困難であることや、自然災害等が発生する以前の

建物状況調査において劣化事象等が確認されていた場合等においてはその調査結

果が取引に係る判断の参考になることを踏まえ、当該建物状況調査についても重要

事項として説明することが適当である。 

 

５）建物の建築及び維持保全の状況に関する書類について（平成 30 年４月１日施行） 

第３５条第１項第６号の２関係 

２ 建物の建築及び維持保全の状況に関する書類について（規則第１６条の２の３関係） 

規則第１６条の２の３各号に掲げる書類の保存の状況に関する説明は、原則とし

て、当該書類の有無を説明するものであり、当該書類に記載されている内容の説明

まで宅地建物取引業者に義務付けるものではない。なお、規則第１６条の２の３各

号に掲げる書類の作成義務がない場合や当該書類が交付されていない場合には、そ

の旨を説明することが望ましい。 

また、本説明義務については、売主等に当該書類の保存の状況について照会し、

必要に応じて管理組合及び管理業者にも問い合わせた上、当該書類の有無が判明し
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ない場合は、その照会をもって調査義務を果たしたことになる。なお、管理組合や

管理業者等、売主等以外の者が当該書類を保存している場合には、その旨を併せて

説明することとする。 

（１）確認の申請書、確認済証及び検査済証について（規則第１６条の２の３第

１号及び第２号関係） 

当該住宅が増改築等を行っているもので、新築時以外の確認の申請書、確認

済証又は検査済証がある場合には、新築時のものに加えてそれらの書類の保存

の状況も説明する必要がある。なお、一部の書類がない場合には、その旨を重

要事項説明書に記載することとする。 

確認済証又は検査済証が保存されていない場合であっても、当該住宅が建築

確認又は完了検査を受けたことを証明できるものとして、建築基準法の特定行

政庁の台帳に記載されている旨を証明する書類（台帳記載事項証明書）が交付

され、保存されている場合には、その旨を重要事項説明書に記載し、説明する

ことが適切である。 

また、検査済証の交付を受けていない住宅の場合においても、「検査済証の

ない建築物に係る指定確認検査機関等を活用した建築基準法適合状況調査の

ためのガイドライン」（平成２６年７月２日国住指第１１３７号）に基づく法

適合状況調査報告書が作成され、保存されている場合には、当該住宅を増改築

等する際の建築確認の資料等として活用できるため、法適合状況調査報告書が

保存されている旨を重要事項説明書に記載し、説明することが適切である。 

 

（２）建物状況調査結果報告書（規則第１６条の２の３第３号関係） 

宅地建物取引業法第３４条の２第１項第４号に規定する建物状況調査を実

施した結果の内容が記載された書類の保存状況について説明する必要がある。 

 

（３）既存住宅に係る建設住宅性能評価書について（規則第１６条の２の３第４

号関係） 

住宅の品質確保の促進等に関する法律に基づき交付された既存住宅に係る

建設住宅性能評価書の保存状況について説明する必要がある。 

 

（４）定期調査報告書について（規則第１６条の２の３第５号関係） 

一定の建築物や昇降機等の建築設備については、建築基準法に基づき一定の

時期ごとに定期調査報告を行うものとされている。定期調査報告の対象の住宅

等について、過去に複数回の定期調査報告があった場合には、そのうち直近の

ものに関する書類の保存の状況を説明することとする。 

また、取引対象物件自体は定期調査報告の対象ではないが、昇降機等の建築

設備については定期検査報告の対象となっている場合には、その書類の保存の

状況についても説明する必要がある。 

 

（５）昭和５６年６月１日以降の耐震基準（いわゆる新耐震基準）等に適合する
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ことを確認できる書類について（規則第１６条の２の３第６号関係） 

昭和５６年５月３１日以前に新築の工事に着手した建物であるか否かの判

断に当たっては、確認済証又は検査済証に記載する確認済証交付年月日の日付

をもとに判断することとする。 

確認済証又は検査済証がない場合は、建物の表題登記をもとに判断すること

とし、その際、居住の用に供する建物（区分所有建物を除く。）の場合は、表

題登記日が昭和５６年１２月３１日以前であるもの、事業の用に供する建物及

び区分所有建物の場合は、表題登記日が昭和５８年５月３１日以前であるもの

について説明を行うこととする。また、家屋課税台帳に建築年月日の記載があ

る場合についても同様に取り扱うこととする。 

なお、特定住宅瑕疵担保責任の履行の確保等に関する法律に基づく既存住宅

売買瑕疵担保保険の引受けは、新耐震基準等に適合する既存住宅が対象となっ

ており、昭和５６年５月３１日以前に新築の工事に着手したものについて、現

況検査により劣化事象等が確認されない場合には、①から④までの書類のいず

れか有効なものがあれば、新耐震基準等に適合するものとして扱われる。 

① 耐震診断結果報告書について 

耐震診断結果報告書は、建築士の登録番号、記名及び押印があるものに限

ることとする。 

② 既存住宅に係る建設住宅性能評価書について 

住宅の品質確保の促進等に関する法律に基づき交付された既存住宅に係

る建設住宅性能評価書のうち、日本住宅性能表示基準（平成１３年国土交通

省告示第１３４６号）別表２－１の１－１耐震等級（構造躯体の倒壊等防止）

に関して、等級１、等級２又は等級３の評価を受けた建設住宅性能評価書の

保存の状況を説明する必要がある。（３）と異なり、等級０の評価を受けた

建設住宅性能評価書については、当該書類が保存されている場合であっても

新耐震基準等に適合することが確認できる書類ではないため、「無」と説明

することに留意すること。 

③ 既存住宅売買瑕疵保険の付保証明書について 

売買等の対象の住宅について以前交付された既存住宅売買瑕疵保険の付

保証明書がある場合は、当該住宅が新耐震基準等に適合することが確認でき

るため、既存住宅売買瑕疵保険の付保証明書の保存の状況について説明す

る。 

④ 住宅の耐震性に関する書類について 

住宅の耐震性に関する書類は、次に掲げるものとする。 

・ 建築物の耐震改修の促進に関する法律第４条第１項に規定する基本方

針のうち同条第２項第３号の技術上の指針となるべき事項に基づいて指定

確認検査機関、登録住宅性能評価機関又は地方公共団体が耐震診断を行い、

作成した耐震診断結果報告書 

・ 建築士法第２０条第２項に規定する証明書（構造確認書）の写し（建築

基準法に規定する構造計算書が併せて保存されている場合には、構造計算書
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の保存の状況についても併せて説明することとする。） 

・ 租税特別措置法施行規則に規定する国土交通大臣が財務大臣と協議し

て定める書類又は地方税法施行規則に規定する国土交通大臣が総務大臣と

協議して定める書類であって所定の税制特例を受けるために必要となる証

明書（耐震基準適合証明書、住宅耐震改修証明書、固定資産税減額証明書又

は耐震改修に関して発行された増改築等工事証明書）の写し 

 

６）建築条件付土地売買契約について（平成 29 年４月１日施行） 

第３５条第１項第８号関係 

建築条件付土地売買契約について 

宅地建物取引業者が、いわゆる建築条件付土地売買契約を締結しようとする場合

は、建物の工事請負契約の成立が土地の売買契約の成立又は解除条件である旨を説

明するとともに、工事請負契約が締結された後に土地売買契約を解除する際は、買

主は手付金を放棄することになる旨を説明することとする。なお、買主と建設業者

等の間で予算、設計内容、期間等の協議が十分に行われていないまま、建築条件付

土地売買契約の締結と工事請負契約の締結が同日又は短期間のうちに行われるこ

とは、買主の希望等特段の事由がある場合を除き、適当でない。 

 

７）建物の耐震診断の結果について（平成 29 年４月１日施行） 

第３５条第１項第１４号関係 

５ 建物の耐震診断の結果について（規則第１６条の４の３第５号関係） 

次の書類を別添することとして差し支えない。 

・住宅の品質確保の促進等に関する法律第５条第１項に規定する住宅性能評価書の

写し（当該家屋について平成１３年国土交通省告示１３４６号別表２－１の１－

１耐震等級（構造躯体の倒壊等防止）に係る評価を受けたものに限る。） 

・地方税法施行規則第７条の６の２第２項に規定する国土交通大臣が総務大臣と協

議して定める書類（耐震基準適合証明書の写し、住宅の品質確保の促進等に関す

る法律第５条第１項に規定する住宅性能評価書の写し）（削除） 

・租税特別措置法施行規則第１８条の４第２項、第１８条の２１第１項、第２３条

の６第３項第２号に規定する国土交通大臣が財務大臣と協議して定める書類（耐

震基準適合証明書の写し、住宅の品質確保の促進等に関する法律第５条第１項に

規定する住宅性能評価書の写し）（削除） 

・租税特別措置法施行規則に規定する国土交通大臣が財務大臣と協議して定める

書類又は地方税法施行規則に規定する国土交通大臣が総務大臣と協議して定め

る書類であって所定の税制特例を受けるために必要となる証明書（耐震基準適合

証明書、住宅耐震改修証明書、固定資産税減額証明書又は耐震改修に関して発行

された増改築等工事証明書）の写し 

・指定確認検査機関、建築士、登録住宅性能評価機関、地方公共団体が作成した建

築物の耐震診断結果報告書の写し 

昭和５６年５月３１日以前に確認を受けた建物であるか否かの判断にあたって
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は、確認済証又は検査済証に記載する確認済証交付年月日の日付をもとに判断する

こととする。 

確認済証又は検査済証がない場合は、建物の表題登記をもとに判断することと

し、その際、居住の用に供する建物（区分所有建物を除く）の場合は、表題登記日

が昭和５６年１２月３１日以前であるもの、事業の用に供する建物及び区分所有建

物の場合は、表題登記日が昭和５８年５月３１日以前であるものについて説明を行

うこととする。また、家屋課税台帳に建築年月日の記載がある場合についても同様

に取扱うこととする。 

また、本説明義務については、売主及び所有者に当該耐震診断の記録の有無を照

会し、必要に応じて管理組合及び管理業者にも問い合わせた上、存在しないことが 

確認された場合は、その照会をもって調査義務を果たしたことになる。 

なお、本説明義務については、耐震診断の実施自体を宅地建物取引業者に義務付

けるものではないことに留意すること。 

建築物の耐震改修の促進に関する法律の一部を改正する法律（平成１７年法律第

１２０号）の施行前に行った耐震診断については、改正前の建築物の耐震改修の促

進に関する法律第３条に基づく特定建築物の耐震診断及び耐震改修に関する指針

（平成７年建設省告示第２０８９号）に基づいた耐震診断であり、耐震診断の実施

主体が規則第１６条の４の３第５号イからニまでに掲げるものである場合には、同

号に規定する耐震診断として差し支えない。 

 

８）体系的な研修の実施の努力義務について（平成 29 年４月１日施行） 

第７５条の２関係 

宅地建物取引士等の宅地建物取引業の業務に従事する者が、不動産取引に関連す

る制度やサービスに関する最新の知識及びこれを消費者に対して適切に説明や提

案をすることができる能力を効果的かつ効率的に習得することができるよう、宅地

建物取引業者を直接又は間接の社員とする一般社団法人は、その組織力を活かし、

法令、金融等の不動産取引に関連する多様な分野に係る体系的な研修を実施するよ

う努めるものとする。なお、宅地建物取引業者を間接の社員とする一般社団法人と

は、宅地建物取引業者を社員とする一般社団法人が社員である一般社団法人を指

す。 
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９）別添資料（平成 29 年４月１日施行） 

○不動産取引の全体像や受託しようとする媒介業務の範囲についての書面 

（別添１）第 34 条の２関係 

 

不動産の売却を検討される皆様へ（売却の媒介委託者用） 

 

不動産の売却の媒介契約とは、宅地建物取引業者が不動産を売却しようとする者又

は売買の当事者の双方との間で締結する契約で、宅地建物取引業者が不動産売買契約

の当事者の間に立って、売買契約の成立に向けてあっせんすることを内容とします。 

不動産の売却は、おおむね１の手順を踏んで行われます。また、状況に応じて２のよ

うな手続も必要になります。 

以下の手続のうち、媒介契約により宅地建物取引業者が受託する範囲は通常１の部

分ですが、各業者又は媒介契約の内容によって異なる場合がありますので、媒介業務

の具体的な内容については、媒介契約に先立って担当に御確認ください。 

なお、宅地建物取引業者の媒介により不動産の売買契約が成立した場合には、宅地

建物取引業法が定める上限の範囲内で報酬を申し受けます。 

 

＜不動産売却の流れ＞ 

１ 不動産の売却 ２ 不動産の売却に関連する行為 

ⅰ 物件調査（基礎的調査） 

ⅱ 価格査定 

ⅲ 媒介契約の締結と書面の交付 

ⅳ 売買の相手方の探索 

ⅴ 売買の相手方との交渉 

ⅵ 売買契約の締結と書面の交付 

ⅶ 決済、引渡し 等 

ⅰ 税務相談 

ⅱ 法律相談 

ⅲ 不動産鑑定評価 

ⅳ 表示に関する登記に関する権利調査等 

ⅴ 登記 

ⅵ 住宅性能評価 

ⅶ 土壌汚染調査 

ⅷ リフォーム相談 等 

 

不動産の購入を検討される皆様へ（購入の媒介委託者用） 

 

不動産の購入の媒介契約とは、宅地建物取引業者が不動産を購入しようとする者又

は売買契約の当事者の双方との間で締結する契約で、宅地建物取引業者が不動産売買

の当事者の間に立って、売買契約の成立に向けてあっせんすることを内容とします。 

不動産の購入は、おおむね１の手順を踏んで行われます。また、状況に応じて２のよ

うな手続も必要になります。 

以下の手続のうち、媒介契約により宅地建物取引業者が受託する範囲は通常１の部

分ですが、各業者又は媒介契約の内容によって異なる場合がありますので、媒介業務

の具体的な内容については、媒介契約に先立って担当に御確認ください。 

なお、宅地建物取引業者の媒介により不動産の売買契約が成立した場合には、宅地

建物取引業法が定める上限の範囲内で報酬を申し受けます。 

 

＜不動産購入の流れ＞ 

１ 不動産の購入 ２ 不動産の購入に関連する行為 

ⅰ 物件紹介 

ⅱ 媒介契約の締結と書面の交付 

ⅲ 売買の相手方との交渉 

ⅳ 重要事項等の説明 

ⅴ 売買契約の締結と書面の交付 

ⅵ 決済、引渡し 等 

ⅰ 税務相談 

ⅱ 法律相談 

ⅲ 不動産鑑定評価 

ⅳ 表示に関する登記に関する権利調査等 

ⅴ 登記 

ⅵ ローンの設定 

ⅶ 住宅性能評価 

ⅷ 土壌汚染調査 

ⅸ リフォーム相談 等 
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○重要事項の全体像についての書面 

（別添２）第 35 条第 1 項関係 

 

重要事項説明（売買・交換） 

 

別添の重要事項説明書は、冒頭に記載の不動産について、当該不動産を取得しよう

とする者があらかじめ知っておくべき最小限の事項を列記したものです。 

宅地建物取引業法第３５条には、宅地建物取引業者の義務として、宅地建物取引士

によって書面を交付して説明しなければならない一定の事項が掲げられており、重要

事項説明書はこの義務に対応するものです。 

重要事項説明の内容は大別すると「I 対象となる宅地又は建物に直接関係する事項」

と「Ⅱ取引条件に関する事項」に分けられます。なお、宅地建物取引業法第３５条以外

に同法第３４条第２項及び第３５条の２で説明が義務付けられている事項を冒頭及び

「Ⅲその他の事項」で併せて説明いたします。 

 

取引の態様（宅地建物取引業法第３４条第２項） 

Ⅰ 対象となる宅地又は建物に直接関係する事項 

１ 登記記録に記録された事項 

２ 都市計画法、建築基準法等の法令に基づく制限の概要 

３ 私道に関する負担に関する事項 

４ 飲用水・電気・ガスの供給施設及び排水施設の整備状況 

５ 宅地造成又は建物建築の工事完了時における形状、構造等（未完成物件のとき） 

６ 当該宅地建物が造成宅地防災区域内か否か 

７ 当該宅地建物が土砂災害警戒区域内か否か 

８ 当該宅地建物が津波災害警戒区域内か否か 

９ 石綿使用調査の内容 

10 耐震診断の内容 

11 住宅性能評価を受けた新築住宅である場合 

Ⅱ 取引条件に関する事項 

１ 代金及び交換差金以外に授受される金額 

２ 契約の解除に関する事項 

３ 損害賠償額の予定又は違約金に関する事項 

４ 手付金等の保全措置の概要（業者が自ら売主の場合） 

５ 支払金又は預り金の保全措置の概要 

６ 金銭の貸借のあっせん 

７ 瑕疵担保責任の履行に関する措置の概要 

８ 割賦販売に係る事項 

Ⅲ その他の事項 

１供託所等に関する説明（宅地建物取引業法第３５条の２） 

 

いずれも取引に当たっての判断に影響を与える重要な事項ですので、説明をよくお

聞きいただき、十分御理解の上、意思決定をして下さるようお願いいたします。 
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○重要事項説明の様式例 

（別添３）重要事項説明の様式例  
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※重要事項説明の様式例は、「売買・交換」以外に「区分所有建物の売買・交換」・「宅

地の賃借」・「建物の賃借」の３種類がある。 
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１０）別添資料（平成 30 年４月１日施行） 

○不動産取引の全体像や受託しようとする媒介業務の範囲についての書面 

（別添１）第 34 条の２関係 

 

不動産の売却を検討される皆様へ（売却の媒介委託者用） 

 

不動産の売却の媒介契約とは、宅地建物取引業者が不動産を売却しようとする者又

は売買の当事者の双方との間で締結する契約で、宅地建物取引業者が不動産売買契約

の当事者の間に立って、売買契約の成立に向けてあっせんすることを内容とします。 

不動産の売却は、おおむね１の手順を踏んで行われます。また、状況に応じて２のよ

うな手続も必要になります。 

以下の手続のうち、媒介契約により宅地建物取引業者が受託する範囲は通常１の部

分ですが、各業者又は媒介契約の内容によって異なる場合がありますので、媒介業務

の具体的な内容については、媒介契約に先立って担当に御確認ください。 

なお、宅地建物取引業者の媒介により不動産の売買契約が成立した場合には、宅地

建物取引業法が定める上限の範囲内で報酬を申し受けます。 

 

＜不動産売却の流れ＞ 

１ 不動産の売却 ２ 不動産の売却に関連する行為 

ⅰ 物件調査（基礎的調査） 

ⅱ 価格査定 

ⅲ 媒介契約の締結と書面の交付 

ⅳ 売買の相手方の探索 

ⅴ 売買の相手方との交渉 

ⅵ 売買契約の締結と書面の交付 

ⅶ 決済、引渡し 等 

ⅰ 税務相談 

ⅱ 法律相談 

ⅲ 不動産鑑定評価 

ⅳ 表示に関する登記に関する権利調査等 

ⅴ 登記 

ⅵ 建物状況調査 

ⅶ 住宅性能評価 

ⅷ 土壌汚染調査 

ⅸ リフォーム相談 等 

 

不動産の購入を検討される皆様へ（購入の媒介委託者用） 

 

不動産の購入の媒介契約とは、宅地建物取引業者が不動産を購入しようとする者又

は売買契約の当事者の双方との間で締結する契約で、宅地建物取引業者が不動産売買

の当事者の間に立って、売買契約の成立に向けてあっせんすることを内容とします。 

不動産の購入は、おおむね１の手順を踏んで行われます。また、状況に応じて２のよ

うな手続も必要になります。 

以下の手続のうち、媒介契約により宅地建物取引業者が受託する範囲は通常１の部

分ですが、各業者又は媒介契約の内容によって異なる場合がありますので、媒介業務

の具体的な内容については、媒介契約に先立って担当に御確認ください。 

なお、宅地建物取引業者の媒介により不動産の売買契約が成立した場合には、宅地

建物取引業法が定める上限の範囲内で報酬を申し受けます。 

 

＜不動産購入の流れ＞ 

１ 不動産の購入 ２ 不動産の購入に関連する行為 

ⅰ 物件紹介 

ⅱ 媒介契約の締結と書面の交付 

ⅲ 売買の相手方との交渉 

ⅳ 重要事項等の説明 

ⅴ 売買契約の締結と書面の交付 

ⅵ 決済、引渡し 等 

ⅰ 税務相談 

ⅱ 法律相談 

ⅲ 不動産鑑定評価 

ⅳ 表示に関する登記に関する権利調査等 

ⅴ 登記 

ⅵ ローンの設定 

ⅶ 建物状況調査 

ⅷ 住宅性能評価 

ⅸ 土壌汚染調査 

ⅹ リフォーム相談 等 
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○重要事項の全体像についての書面 

（別添２）第 35 条第 1 項関係 

 

重要事項説明（売買・交換） 

 

別添の重要事項説明書は、冒頭に記載の不動産について、当該不動産を取得しよう

とする者があらかじめ知っておくべき最小限の事項を列記したものです。 

宅地建物取引業法第３５条には、宅地建物取引業者の義務として、宅地建物取引士

によって書面を交付して説明しなければならない一定の事項が掲げられており、重要

事項説明書はこの義務に対応するものです。 

重要事項説明の内容は大別すると「I 対象となる宅地又は建物に直接関係する事項」

と「Ⅱ取引条件に関する事項」に分けられます。なお、宅地建物取引業法第３５条以外

に同法第３４条第２項及び第３５条の２で説明が義務付けられている事項を冒頭及び

「Ⅲその他の事項」で併せて説明いたします。 

 

取引の態様（宅地建物取引業法第３４条第２項） 

Ⅰ 対象となる宅地又は建物に直接関係する事項 

１ 登記記録に記録された事項 

２ 都市計画法、建築基準法等の法令に基づく制限の概要 

３ 私道に関する負担に関する事項 

４ 飲用水・電気・ガスの供給施設及び排水施設の整備状況 

５ 宅地造成又は建物建築の工事完了時における形状、構造等（未完成物件のとき） 

６ 建物状況調査の実施の有無及び実施している場合におけるその結果の概要（既

存の建物のとき） 

７ 建物の建築及び維持保全の状況に関する書類の保存の状況（既存の建物のとき） 

８ 当該宅地建物が造成宅地防災区域内か否か 

９ 当該宅地建物が土砂災害警戒区域内か否か 

10 当該宅地建物が津波災害警戒区域内か否か 

11 石綿使用調査の内容 

12 耐震診断の内容 

13 住宅性能評価を受けた新築住宅である場合 

Ⅱ 取引条件に関する事項 

１ 代金及び交換差金以外に授受される金額 

２ 契約の解除に関する事項 

３ 損害賠償額の予定又は違約金に関する事項 

４ 手付金等の保全措置の概要（業者が自ら売主の場合） 

５ 支払金又は預り金の保全措置の概要 

６ 金銭の貸借のあっせん 

７ 瑕疵担保責任の履行に関する措置の概要 

８ 割賦販売に係る事項 

Ⅲ その他の事項 

１供託所等に関する説明（宅地建物取引業法第３５条の２） 

 

いずれも取引に当たっての判断に影響を与える重要な事項ですので、説明をよくお

聞きいただき、十分御理解の上、意思決定をして下さるようお願いいたします。 
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○重要事項説明の様式例 

（別添３）重要事項説明の様式例  
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0 
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※重要事項説明の様式例は、「売買・交換」以外に「区分所有建物の売買・交換」・「宅

地の賃借」・「建物の賃借」の３種類がある。 
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○建物状況調査の結果の概要（重要事項説明用）の様式例 

（別添４）建物状況調査の結果の概要（重要事項説明用） 

□木造・鉄骨造（表面） 
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□木造・鉄骨造（裏面） 
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□鉄筋コンクリート造等（表面） 
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□鉄筋コンクリート造等（裏面） 
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４．民法改正等に伴う法令改正等の調査研究会の概要  

～宅地建物取引業法改正に伴う運用に関する論点整理～ 

 

平成 28 年６月に「宅地建物取引業法の一部を改正する法律」が公布され、２年間の準

備期間を経て本格施行となる予定である。また、民法改正については、見送りが続いて

いたものの、平成 29 年の通常国会では成立する見込みである。 

これらの法改正は、不動産取引の方法に大きな影響を及ぼすと考えられ、その内容を

正しく認識し、実務運用面において会員への適切な情報提供と理解を深めるための取組

みが必要となる。  

そこで、上記の法改正を契機に、不動産取引の方法が具体的にどのように変化するの

かについて認識の共有を行ったうえで、その姿を描き、提言していくことを目的に、以

下の日程で研究会を開催した。 

 

□第１回検討会  

日時：平成 28 年 10 月 12 日（水）10：00～12：00 

場所：全宅連会館４階役員室 

 

□第２回検討会  

日時：平成 28 年 12 月５日（月）10：00～12：00 

場所：全宅連会館４階役員室 

 

□委員  

 座長：   松尾 弘  慶應義塾大学大学院法科研究科教授  

 委員：   熊谷 則一  弁護士（涼風法律事務所）  

   武井 建治  全宅連不動産総合研究所 所長  

   松尾 信明  全宅連不動産総合研究所 副所長  

   阪井 一仁  全宅連不動産総合研究所 運営委員  

   初澤 宣廣  全宅連不動産総合研究所 運営委員  

   市川 三千雄  全宅連不動産総合研究所 運営委員  

   木全 紘一  全宅連不動産総合研究所 運営委員  

小林 勇  全宅連不動産総合研究所 運営委員  

佐々木 正勝  全宅連不動産総合研究所 運営委員  

 オブザーバー  国土交通省土地・建設産業局不動産業課  

   国土交通省住宅局住宅生産課  

   住宅保証機構株式会社（第１回・第２回研究会）  

   株式会社カチタス（第１回研究会）  

   価値住宅株式会社（第２回研究会）  

ジャパンホームシールド株式会社（第２回研究会）  
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４－１ 第１回検討会における論点  

宅建業法改正の内容のうち、全宅連事務局が考える宅建業法改正の問題点や懸念点の

整理を行った。また、「全宅連が会員事業者に対して行うことが望ましいと想定される

対応策案」と「全宅連から国土交通省に対して求めることが望ましいと想定される対応

策案」を整理した。さらに、第１回検討会実施時点で事務局としては国土交通省に確認

が必要であると思われる課題（残課題）の整理を行い、委員やオブザーバー（国土交通

省を含む）を交えて意見交換を行った。  

 

（１）第 34 条の２第１項４号関係 

問題点、懸念点 売主 買主 対応策案 残課題 

「あっせん」の内容

と宅建業者の役割に

ついて 

○ ○ 

  ・あっせんの定義

と、宅建業者の具体

的行動に関する確認

が必要 

（例） 

-あっせん手数料を授

受することの可否 

-媒介契約上あっせん

無し、行為として紹

介の場合 

媒介契約書にどの程

度の情報を記載する

のか 

○ ○ 

・具体的な運用方針の提示が

必要（提示があることを想

定） 

（考えられる情報例） 

-あっせんの可否 

-あっせんできる場合の、依

頼者の調査実施の希望 

-建物状況調査を実施する者

に関する事項（名称、連絡先

等） 

複数の建物状況調査

を実施する者をあっ

せんすることについ

て 

○ ○ 

・依頼者に建物状況調査を実

施する者を選択してもらい、

選択された事業者のみを媒介

契約書に記載することが考え

られる 

・複数者をあっせん

することは、宅建業

法上問題ないかにつ

いての確認が必要 

宅建業者は「あっせ

ん」できないが、依

頼者が建物状況調査

の実施を強く希望し

た場合の対応につい

て 

○ ○ 

・買主の不安を取り除くため

に建物状況調査が有効である

ことを宅建協会が啓発してゆ

くことが望ましい。 

・建物状況調査を実

施できる者のデータ

ベースが必要ではな

いか 

「あっせん」をした

ことによる、宅建業

者の責任について 

○ ○ 

  ・確認が必要 

一般的に買主とは重

要事項説明の直前に

媒介契約を締結する

  ○ 

・買主から相談があった時点

で、インスペクションの事前

説明を行い、購入申し込み時
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ことが多いが、買主

に対してはどの時点

で建物状況調査を実

施する者のあっせん

を行うことが望まし

いのか 

点でインスペクションのあっ

せんをすることが考えられ

る。（媒介契約前の時点） 

「建物状況調査」の

内容について ○ ○ 

・具体的な内容の提示が必要

（提示があることを想定） 

  

「建物状況調査」を

実施する者について 

○ ○ 

・資格要件の明確化が必要

（提示があることを想定） 

【参考】国会審議における政

府答弁では、「建築士であっ

て、建物状況調査に関する一

定の講習を修了した者」とさ

れている。 

・一定の講習を受け

た宅建業者が調査を

実施する者となりえ

るかの確認が必要 

・宅建業者が調査を

実施する者となる場

合、第三者性確保に

関する確認が必要 

・登録制度はいつか

らスタートするのか

（施行と同時では間

に合わない） 

・登録された資格者

の情報公開の内容

（消費者は判断可能

か） 

関連会社（グループ

会社）に「建物状況

調査」を依頼するこ

とについて（第三者

性の確保について） 

○ ○ 

  ・確認が必要 
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（２）第 34 条の２第１項８号関係 

問題点、懸念点 売主 買主 対応策案 残課題 

依頼者が買主の場合

も、この条項は該当

するのか 
  ○ 

・他者からの購入申込があっ

た時点で、その旨を報告する

ことは現在の実務においても

行われていると思われる（現

状通りの対応で問題ないと思

われる）。 

・確認が必要 

「遅滞なく」の期間

について 

○   

・現行各レインズ利用規程細

則第３条では、「依頼者の意

向若しくは了解を得た日又は

購入等希望者の書面による申

込み若しくは申込みが破棄さ

れた日の翌日から２日以内

（休業日を含まず）に行うも

のとする。」と規定されてお

り、これに準ずる事が考えら

れる。 

・確認が必要 

「報告」する方法に

ついて 
○   

・書面の郵送、FAX による送

信、メールによる送信など、

履歴が残る方法で報告するこ

とが考えられる。 

・確認が必要 

売主から、取引に応じ

ない条件（例えば法人

からの依頼は断る、○

円以下の申込には応じ

ない等）を事前に提示

された場合で、その条

件に当てはまる買主か

らの申込みがあった場

合の対応について 

○   

・申込については全て記録に

残しておき、定期報告の際に

申込記録を依頼者に提供する

ことが考えられる。 

・確認が必要 

先に申込をした買主

①が建物状況調査を

希望し、売主がそれ

を認めた場合で、建

物状況調査の実施中

に別の買主②から現

状有姿での購入申込

があった場合の対応

について 

○   

  ・確認が必要 
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（３）第 35 条第１項６号の２のイ関係 

問題点、懸念点 売主 買主 対応策案 残課題 

宅建業者が説明する

「建物状況調査の結

果の概要」について 
  ○ 

・宅建業者が説明する情報

の範囲や書式、情報記載主

体等に関する提示が必要

（提示があることを想定） 

・確認が必要 

「建物状況調査の結

果の概要」について

宅建業者の説明責任

について 

  ○ 

  ・確認が必要 

建物状況調査結果が

瑕疵保険の対象にな

っていない場合の結

果も対象になるか 
  ○ 

  ・建物状況調査の履

歴をどこまでさかの

ぼるのか。 

・その後、リフォー

ムをした場合、それ

以前実施した調査と

の整合性をどう説明

するか 

建物状況調査の結果

が重要事項説明に間

に合わなかった場合

の対応について＜資

料 4-3 参照＞ 

  ○ 

  ・確認が必要 

取得者又は借主とな

る者から調査結果の

概要について質問が

あった場合の対応に

ついて 
  ○ 

・建物状況調査を行った事

業者に宅建業者が確認し

て、依頼者に伝達すること

が考えられるが、宅建業者

は建物調査の専門家でない

ことを考慮すれば、建物状

況調査を行った事業者から

依頼者に直接説明する機会

を設けることが望ましいと

思われる。 

  

建物状況調査の結果

に関して問題があっ

た場合の、宅建業者

の責任について   ○ 

・調査事業者に関しては、

調査方法等に問題がある場

合は監督省庁から注意等を

行い、問題が改善されない

事業者については処分を行

う等の措置が必要になると

思われる。 

・建物状況調査の結

果についての責任の

所在について確認が

必要 
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売主側の建物状況調

査実施者と買主側の

建物状況調査実施者

が異なる場合で、異

なる調査結果が得ら

れた場合の対応につ

いて 

  ○ 

  ・確認が必要 

賃貸借契約の場合の

対応について 

  ○ 

  ・確認が必要 

（例） 

-賃貸物件において

建物状況調査を実施

しているか 

-実施している場合

誰に確認すればいい

か 
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（４）第 35 条第１項６号の２のロ関係 

問題点、懸念点 売主 買主 対応策案 残課題 

「保存の状況」につ

いて、「その書類

（図書）の有無」だ

けを伝達すればよい

のか 
  ○ 

・具体的な提示が必要（提示

があることを想定） 

・確認が必要 

（例） 

-調べられる範囲で調

べつくせばいいのか 

-賃貸物件の場合の対

応 

-売主の告知に従って

いいのか 

「設計図書、点検記

録その他の建物の建

築及び維持保全の状

況に関する書類」に

ついて 

  ○ 

・具体的な書類の提示が必要

（提示があることを想定） 

・確認が必要 

国土交通省令で定め

るものではあるが、

売主が所有していな

い（紛失してしまっ

た）場合の対応につ

いて 

  ○ 

  ・確認が必要 

マンションの管理組

合が所有している書

類等について、管理

組合や管理会社から

提供されない場合の

対応について 

  ○ 

・管理組合や管理会社に対し

て協力を要請することが考え

られる 

・本ケースにおける

監督省庁の対応につ

いて確認が必要 

書類の内容と現況が

異なる場合の対応に

ついて 

  ○ 

  ・確認が必要 

国土交通省令で定め

るものではない書類

等を提供する場合の

対応について 

  ○ 

・売主から提供された書類に

ついては、買主に引渡すこと

が望ましいと考えられる 
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（５）第 37 条第１項２号の２関係 

問題点、懸念点 売主 買主 対応策案 残課題 

「建物の構造耐力上

主要な部分等」の具

体的な範囲について 

○ ○ 

・具体的な範囲の提示が必要

（提示があることを想定） 

・確認が必要 

告知書の項目と、建

物状況調査の項目が

重複している可能性

があることについて 

  ○ 

・建物状況調査の結果を優先

することが考えられる。 

  

建物状況調査を行っ

ているが、契約時に

結果が間に合わない

場合、37 条義務は免

れられるか＜資料 4-3

参照＞ 

  ○ 

・インスペクション特約

（仮）を契約書に入れること

が考えられる。 

  

「当事者の双方が確

認」する方法につい

て 
○ ○ 

・具体的な確認方法の提示が

必要（提示があることを想

定） 

建物状況調査を行っ

ていない場合の確認

方法については、特

に確認が必要 

「当事者の双方が確

認」するタイミング

について 
○ ○ 

・当事者の双方が確認した事

項がある場合は 37 条書面と

して宅建業者が配布しなけれ

ばならないことから、売買契

約の締結前までに行うことが

望ましいと思われる。 

  

「当事者の双方が確

認した事項」がない

場合の対応について 

○ ○ 

・具体的な確認方法の提示が

必要（提示があることを想

定） 

  

37 条書面の書式につ

いて 

○ ○ 

・具体的な提示が必要（提示

があることを想定） 

-インスペクション結果 

-告知書（尚、告知書には建

物の構造耐力上主要な部分等

の状況のほか、周辺環境も含

んでいる） 
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（６）その他  
問題点、懸念点 売主 買主 対応策案 

瑕疵保険 建物状況調査を実施

した結果、瑕疵保険

に加入できる物件で

あるが、売主が瑕疵

保険に加入していな

い場合の対応につい

て 

  

○ 

・瑕疵保険に加入できることを依

頼者（買主）に対して紹介するこ

とが望ましい。 

・宅建業者が依頼者に瑕疵保険を

説明しやすいよう、資料を用意す

ることが考えられる。 

建物状況検査実施者

が保険法人の指定業

者ではなかった場合

の対応について 

○ ○ 

・登録された資格者による検査結

果であれば、どの保険法人でも有

効とできないか。 

マンションの

建物状況調査 

マンションの共有部

分に関する建物状況

調査の取扱について 
○ ○ 

・取扱に関する具体的な提示が必

要（提示があることを想定） 

（例） 

-検査結果の有効期間 

-売主側と買主側が双方で検査を実

施して結果が違う場合 

相談受付体制 宅建業法改正の運用

に関する宅建業者及

び消費者からの相談

対応について 

○ ○ 

・紛争処理センターで対応するこ

とが考えられる 
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（７）意見交換の概要 

１）アンケートに関して 

・ Q27 で、契約前に当事者の相互が現況確認をしているということで、50％を超える

ような事業者の方が確認していると回答しているが、実務の現場における典型的

な現況確認の方法についてどんなことをされているのか教えて頂きたい。（国土交

通省） 

・ 基礎の部分にひび割れが入っていないか。外壁の、例えばひずみが入っていて、そ

の差がどれぐらいなのか。あとは雨漏りの状況、排水の漏れがあるかどうか。もう

現況ではそこらあたりで判断をしている。（委員） 

 

２）宅建業法の改正に関して 

・ 宅地建物取引士がインスペクションのあっせんを行い、検査を行った場合、インス

ペクションの結果を重要事項説明で行うことになっているが、宅地建物取引士は

十分な説明ができないと思われるが、説明責任を負わされることに関しては違和

感がある。（委員） 

・ 国交省が示したインスペクション・ガイドラインでは大きくインスペクションを

３つに分けているが、宅建業法改正の中でインスペクションが何を示しているの

かがわからない。そのような中で議論するのは難しい。（オブザーバー） 

・ 目視だけなら、宅地建物取引士が講習受けてもできるが、瑕疵保険につながるイン

スペクションは、建築の素人である宅地建物取引士には難しいと思う。（委員） 

・ 平成以前に建てられた古い物件をインスペクションすることが、物件のあら探し

に繋がることを危惧している。売主にとってはリスクが高くなるため、建物の価格

が著しく低い場合、建物を解体してから土地だけで売却する事例も増えるのでは

ないか。（委員、オブザーバー） 

・ インスペクションのレベルについて、基本的には瑕疵保険で行っている現地調査

を省略できる、というところにそろえることを考えている。（国土交通省） 

・ 瑕疵保険に通用する検査をするというようなところも含めてインスペクションが

義務化されるのが一番いいと思っているが、瑕疵保険については義務化せず、消費

者の判断とした方がよい。また、指定した検査事業者でなければ瑕疵保険に繋がら

ないこと等、瑕疵保険には改善すべきことがあるのではないか。（委員） 

・ 物件によって、インスペクションのあり方やインスペクションの結果をどういう

ふうに反映するかということは大きく違うことに留意する必要がある。（座長） 

・ コストに見合う検査をして、その正確な情報を共有して、それがその価格形成にも

直接に使われるというのが望ましいと思うが、今のところそこがまだ十分に普及

していないと思われる。（座長） 

・ インスペクションの登録については、別途制度を創設する予定である。罰則をかけ

る規定は改正法にはないが、国会審議の中でも答弁したが、インスペクターとして

念頭にあるは建築士で、建築士の業務として罰することを想定している。（国土交

通省） 

・ 宅地建物取引士の説明責任について、現在国土交通省で検討している。重要事項説
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明時における検査結果の概要説明については、詳細な数値を説明することは想定

しておらず、比較的シンプルな形の結果概要 1 枚紙程度の内容を説明することを

想定している。（国土交通省） 

 

３）その他 

・ インスペクションを普及させるためには、建物と土地に分けて価格を提示するこ

とが必要であると思う。（委員） 

・ 日本においてリフォームの価値が認められないという意見があるが、過去のリフ

ォームの内容を当然評価して買い取っているし、リフォームすることで買取再販

できていることから、税制上の評価や金融機関の担保評価と現場での評価は異な

る。（オブザーバー） 

・ 既存住宅をしっかり流通を促進していこうというふうに考えたときに、やはり何

でもかんでも宅地建物取引士ではなくて、アメリカのような分業することも重要

である。宅地建物取引士がやる仕事が増えても報酬は全然改定されてない。そうい

うことを考えていく時期に入ってきたのではないかと感じる。（委員） 

・ 重要事項説明 35 条の説明に関して売買の議論がずいぶん行われているが、実は賃

貸借にも関わっている。1,340 万戸も賃貸物件があることから、これは過重な負担

になるのではないかという危惧がある。（委員） 

・ 車には車検とか点検制度があるのに、それ以上の価値がある建物については住宅

履歴があまり活用されていない。築 30 年でもその間の履歴をしっかりとってあれ

ば、その建物の状態について、流通業者であればある程度の想像がつく。しかし履

歴がない限りは、全てをインスペクションしなければならない。インスペクション

も必要だけれども、売主の責任として履歴を残すということを義務化させれば、中

古住宅の流通はもっと進むと思う。（委員） 

・ 総論として買主の立場でどう「仲介業者の責任を追及するか」という場面を考えた

ときに、仲介業者からすれば、「知っている情報、とりわけ物理的瑕疵に関する情

報について、知っている情報は全部出しています」ということを示すのにインスペ

クションは有益であると思われる。（委員） 
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４－２ 第２回検討会における論点  

第１回検討会の意見を踏まえ、事務局として宅建業法改正の論点の整理を行い、委員

やオブザーバー（国土交通省を含む）を交えて意見交換を行った。  

 

（１）第 34 条の２第１項４号関係 

１）インスペクション事業者をあっせんした宅建業者のあっせん責任について 

全宅連が提示した論点 ・インスペクションの内容等に何らかの問題があっ

た場合に、そのインスペクション事業者をあっせ

んした宅建業者が、あっせんした責任を問われる

おそれがある。これでは、宅建業者がインスペクシ

ョン事業者のあっせんに消極的になる可能性があ

るため、媒介契約書の中に宅建業者のあっせん責

任を免責する規定を盛り込むことができないか。 

検討会における 

意見交換の概要 

・インスペクターをあっせんする場合、瑕疵保険に直

結するインスペクターをあっせんしたいと思う。

そのため、瑕疵保険法人にインスペクターの一覧

を用意してもらいたい。（委員） 

・まだインスペクションが定着しておらず、実績の少

ないインスペクターもいる。インスペクターの資

質がわからない状況で、あっせんをすることは難

しい。（委員） 

・あっせん責任と説明責任を分けて考える必要があ

る。登録された業者をあっせんした場合、登録され

た業者はそれなりの責任と能力がある者のはずな

ので、そこであっせん責任は生じない。（委員） 

・宅建業者のあっせん責任を免責する規定という話

については、消費者契約法もあることから、故意ま

たは重過失の場合の全免責被は無効になってしま

うと思われる。「軽過失なら免責」ということは考

えられるかもしれない。(委員) 

・あっせん責任と説明責任は別のものだというふう

に認識しており、宅建業法上の 35 条で説明責任を

課しているのは、あっせんしたインスペクション

かどうかにかかわらず、建物状況調査を行ってい

る場合はその結果の概要を説明する、というとこ

ろである。（国土交通省） 

・それはＱ＆Ａを作成して頂けるのか。（委員） 

・Ｑ＆Ａを作成する予定である。（国土交通省） 

・インスペクターの登録制度で登録されている業者

をあっせんする場合は問題ない、という理解でよ
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いのか。（事務局） 

・登録されている業者であっても、過去の経験で信用

できない業者であることが分かった場合、仲介業

者としてはその業者を選ばなくなるのではない

か。（委員） 

・地方は検査員が少ない。例えば山口県で個人間の瑕

疵保険をやっている業者は３社しかいないため、

あっせんするとしたらこの３社から選ぶしかない

が、その検査結果の内容が疑わしい場合でも宅建

業者が訴えられるのでは、という懸念がある。（事

務局） 

・インスペクターが少ない場合、あっせんを「しない」

という選択肢も当然ある。あっせんする場合は、事

前にインスペクターに会うとか、実績を調べてお

くことも必要だと思う。（オブザーバー） 

 

２）買主に対するあっせん確認のタイミングについて 

全宅連が提示した論点 ・買主との媒介契約の締結は、実務上、重要事項説明・

売買契約の直前に行われているため、媒介契約時

にインスペクションのあっせんの意向を確認した

のでは、その後の契約実務がスムーズにいかなく

なるおそれがある。そこで、買主の意向確認は、媒

介契約よりも早い段階（宅建業者に相談があった

時点、購入申し込み時点等）で行うよう、会員業者

への指導が必要になると思われる。 

検討会における 

意見交換の概要 

・弊社では購入物件の中古は、基本的にマンションも

戸建ても、インスペクションするというスタイル

で徹底しており、インスペクションと住宅履歴、引

き渡し後のコールセンターを必須として売買して

いる。また可能な物件の場合は、既存住宅瑕疵保険

も付保している。（オブザーバー） 

 

３）インスペクション・瑕疵保険制度に関する依頼者への情報提供について 

全宅連が提示した論点 ・34 条２第１項４が求めているのは、「建物状況調

査を実施する者のあっせんに関する事項」を記載

した書面の交付であって、インスペクション制度

やそこから派生する瑕疵保険商品の内容等につい

て宅建業者に積極的な説明義務を課すものではな

いと考えられる。ただ、実務的には、当然、依頼者

からの問い合わせが想定され、宅建業者として最
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低限の説明ができるよう準備（研修の実施等）が必

要になると思われるが、建築や保険制度の専門家

ではないため、踏み込んだ説明は困難である。その

ため、インスペクションや保険制度についての簡

易的な統一説明資料の作成や、依頼者から詳細の

説明が求められた場合に、瑕疵保険機関等で問い

合わせに対応する等、相談体制の整備等の検討が

必要になると思われる。 

検討会における 

意見交換の概要 

・調査内容の情報では、場合によっては劣化の場所に

よっては買主は満足しないと思われ、その際には

詳しい内容を説明して欲しいと当然なる。（委員） 

・宅建業者は専門家ではないからインスペクターに

検査を頼むが、その検査結果の内容についてまで

矛先が宅建業者に向いてくるのは、宅建業者にと

っては大変責任の重いことである。（委員） 

・例えば、雨漏りなのか、結露なのか、どちらなのか

については目視だけではインスペクターでもわか

らない。特段問題がないと判断できない場合はそ

の旨が備考欄に書かれる。それ以上の内容を知り

たい場合は、次の破壊検査インスペクションに入

るしかない。（オブザーバー） 

 

４）インスペクションを実施する者の対象について 

全宅連が提示した論点 ・インスペクションを実施する者は、建築士であって

インスペクションに関する一定の講習を修了した

者ということになり、一定の講習を修了した宅建

士等は対象外になるのか。また、取引に関わる仲介

会社の関連会社（グループ会社）にインスペクショ

ンを依頼することは検査結果の第三者性を確保す

る意味で避けるべきなのか。 

・また、宅建業者がインスペクション業者をあっせん

する場合、依頼者からインスペクション業者に関

するプロフィールを問われる可能性がある。イン

スペクション業者の情報の整備（実績、プロフィー

ル、事故歴、認可を受けている保険法人名等）が必

要だと思われる。  

検討会における 

意見交換の概要 

・建物状況調査を実施した者の氏名、講習機関名、資

格登録番号等を記載する予定である。（国土交通

省） 

・インスペクターの資質。インスペクターによって、
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結果が違ってしまったらどうなるのかと言うこと

を気にしている会員が多い。（委員・事務局） 

・検査員によって実績が違うのは事実であるため、各

エリアで検査員の研修会を開催し、均質な統一化

は図っている状況である。（オブザーバー） 

 

  



 

 87 

（２）第 35 条第１項６号の２関係 

１）６号の２イの「結果の概要」の説明範囲について 

全宅連が提示した論点 ・宅建業者は建築の専門家ではないことから、建物調

査の内容についての詳細な説明は困難である。国

交省において統一した説明のひな型（宅建業者で

も説明できる簡易なもの）を作成してもらい、宅建

業者は、その内容を説明すれば足りることとして

欲しい。また、当該書式には建物調査を実施した事

業者の連絡先等を記載し、依頼者がより詳細な調

査内容を知りたい場合には、当該連絡先への照会

が可能となるようにすべきだろう。 

・宅建業者が説明責任を負うインスペクション結果

の概要は、あっせんしたインスペクション業者が

行ったものに限定されるべきだ。 

売主・買主が、宅建業者のあっせんによらず、個別

にインスペクション業者に調査を依頼した場合

に、その調査結果についてまで説明義務を負うの

か。また、複数のインスペクション業者に依頼した

場合（調査結果が異なるおそれがある）や過去に実

施したインスペクション結果がある場合（調査結

果と現況が異なるおそれがある）はどのように取

り扱えばよいか。 

検討会における 

意見交換の概要 

・先日の社会資本整備審議会不動産部会（第 28 回）

の資料では、「建物状況調査の結果の概要（重要事

項説明用）」ということで、この段階ではイメージ

として出させていただいているが、こちらに記載

してある内容が、35 条の第１項の６号の２イの部

分でご説明していただく内容になる。（国土交通

省） 

・説明するのは結果の概要とのことであるが、一方で

結果の報告書に問題点等が記載されていた場合、

知っていて告げなかったのではないかと買主から

言われる可能性がある。（委員） 

・買主から「知っているのに言わなかった」と言われ

る可能性は当然あり、本当に知っているのに言わ

なかったら宅建業者は責任を負うこととなる。（委

員） 

・「宅建業者はそもそも建築の専門家ではない」とい

う前提があり、だからこそインスペクターに検査

を依頼することから、宅建業者は「その内容を説明
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すれば足りることにして欲しい」、という要望を出

している。（委員） 

・インスペクションの結果を宅建業者が伝える、とい

うことで責任を果たしているということになると

思う。（座長） 

 

２）６号の２ロについて 

全宅連が提示した論点 ・本条で対象となる種類の範囲について。また、「保

存の状況」とは具体的には単に書類の有無だけで

よいか。書類の有無の照会先の記載まで必要なの

か。 

・マンションの管理組合が所有している書類等につ

いて、管理組合や管理会社から提供されない場合

はどう対応すべきか。 

検討会における 

意見交換の概要 

・図書の保存状況については、保存状況を説明するだ

けでいい、という理解でよいか。（委員） 

・宅建業法上の規定では保存の状況、「ある」か「な

い」かでよい。（国土交通省） 

 

３）賃貸借契約に係る取り扱いについて 

全宅連が提示した論点 ・インスペクションをして瑕疵保険に入るという流

れは売買を想定したはずだ。従って、賃貸物件の場

合は、対象外にするか、可能な限り簡易な調査・説

明で済むようにできないものか。 

検討会における 

意見交換の概要 

・建物状況調査の結果の概要については、売買物件で

あろうと貸借の物件であろうと、重要事項説明で

結果の概要を説明するということを念頭において

いる。一方、設計図書等の保存の状況について、賃

貸借契約の場合に説明する必要があるかについて

は検討中である。省令等定めさせていただく。（国

土交通省） 
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（３）第 37 条第１項２号の２関係 

１）「建物の構造耐力上主要な部分等の状況」について 

全宅連が提示した論点 ・本条で当事者双方が「確認」する「建物構造耐力上

主要な部分等」はどの部分をさすのか。 

検討会における 

意見交換の概要 

・構造耐力上主要な部分と雨水の浸入を防止する部

分が対象となる。（国土交通省） 

 

２）「確認」の定義について 

全宅連が提示した論点 ・本条に規定する「確認」とはどのようなものを想定

しているか。基本的には内覧かつ目視（現地立ち合

いによる確認）が考えられるが、それ以外の方法、

例えば、口頭・電話・手紙・メール・画像送信等は

不可なのかどうか。また、内覧の際に売主が同席で

きない場合にはどうなるか。 

検討会における 

意見交換の概要 

・構造耐力上主要な部分の確認というのは、必ずしも

告知だけで済むのではなく確認まで必要である、

と言うのが規定の解釈だと思われるため、売主と

買主が共に納得した事項を 37 条書面として扱うこ

ととなる。（委員） 

・告知書は絶対に必要になるのではないか。（委員） 

・前回の社会資本整備審議会では、37 条の書面と告

知書は必ずしもリンクはしていない。告知書とい

うのは、売主の認識している内容を伝えるが、その

内容を確認していない場合は確認には当たらな

い、というのが立て付けである。（委員） 

・改正宅建業法では、確認を義務づけているわけでは

なく、確認した事項があれば粛々と書いていく、と

いうところまでを規定している。（国土交通省） 

 

３）書面への記載方法等において 

全宅連が提示した論点 【インスペクションの結果がある場合（新規で実施

した場合】 

・当該インスペクションの結果の内容を 37 条第１項

２号の２の書面に落とし込む必要があるか、調査

結果に添付して「別添」とする方法は不可なのか。 

・インスペクション結果がある場合は、現地立ち合い

による確認ではなく、書面の確認のみでよいと考

えられないか。仮に現地立ち合いを必要とするな

らば、インスペクションを実施した事業者も立ち

合いに同席することとすべきではないか。 



 

 90 

・過去に実施したインスペクションの結果の扱いは

どうなるか。 

・インスペクションの結果に加え、売主からの告知書

がある場合の記載方法はどうなるのか。特に内容

が異なる場合にどうするか。 

【インスペクションの結果がない場合（新規で実施

しない場合）】 

・37 条第１項２号の２は、宅建業者の「確認」させ

る義務までは想定していないと思われるが、それ

でよいか。もし当事者が「確認」しないこととした

場合、「確認なし」という記載が必要になるのか。 

・実務上は、宅建業者として当事者に「確認」を促す

ことが望ましい場合がある。建築の専門家ではな

い宅建業者でも容易に確認作業ができるようチェ

ックリスト式の確認の書面のひな型の作成の検討

が必要ではないか。 

・インスペクションの結果はないが、売主からの告知

書がある場合、告知書の内容に「建物の構造耐力上

主要な部分等」に関する事項があれば、確認した事

項として 37 条第１項１号の２の書面に落とし込む

必要があるか。「別添告知書」とする方法でもよい

か。 

・過去に実施したインスペクション結果の扱いはど

うなるか。 

【契約書との関係について】 

・37 条書面の交付は、実務上、売買契約書の作成を

もって対応している。今般の 37 条第１項２号の２

についても、売買契約書に盛り込むことで対応す

ることは可能か。 

検討会における 

意見交換の概要 

・宅建業法では 37 条書面が義務づけられているが、

ガイドラインにおいて「売買契約書で構わない」と

いうことで、ほとんどの場合において売買契約書

が活用されているが、これも売買契約書の中に入

れて問題ないのか。（事務局） 

・先日開催した社会資本整備審議会不動産部会（第

28 回）でも示したが、記載ぶりについてはこれか

ら詰める。（国土交通省） 

・宅建業法上では 37 条書面と売買契約書は別の書面

だと思うが、売買契約で合意する事項と同レベル

のことを確認するということだと認識しており、
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その場合、実務的には売買契約書に入れると思わ

れる。それを売買契約書に入れずに 37 条書面だけ

にしておくというのは、宅建業法上そうなってい

るからなのか。（事務局） 

・概念上、37 条書面に記載してあるが売買契約書に

記載していない、ということがあり得ると思われ

るが、実務的には売買契約書に記載することもあ

ると思われる。（国土交通省） 

・売買契約書に盛り込まないと書面交付したことに

ならない、という意味か。（委員） 

・別途 37 条書面を交付することも構わない。37 条書

面と、そういうものを書き込んだ売買契約書の二

本立てにしても構わない。（委員） 

・例えば定期借家契約では、別の書面での説明が義務

付けられているが、それとは違って、こちらは別の

書面でもいいし、契約書でも構わないということ

である。（座長） 

 

４）その他 

全宅連が提示した論点 ・宅建業法改正の運用に関する宅建業者や消費者か

らの相談体制を構築する必要がある。紛争処理セ

ンター等で対応してもらうことは可能か。 

・マンションの共用部分は共通であることから検査

結果を一定期間共有することでインスペクション

の時間とコストを削減できないか。 

検討会における 

意見交換の概要 

・マンションのインスペクションは基本的に専有部

分だけなのか。（委員） 

・専有部分に足るまでの共用部分の一部についても

実施している。（国土交通省） 

・マンションについてもあくまでも目視であり、破壊

検査をやるわけではない。（オブザーバー） 

・瑕疵担保責任に関して、「共用部分は売主の責任な

のか、それとも管理組合の責任なのか」、という問

題はあるが、過去の判例では、「離れた棟のエレベ

ーター等の共用部分については売主の責任ではな

いが、専用部分と接着している部分、例えば天井、

壁、バルコニーについては売主の責任が問われる」

となっている判例もある。（委員） 
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５．まとめ～今後求められる不動産取引のあり方について～  

今回の宅建業法の改正により、宅地建物取引業者（以下宅建業者という）は媒介契約締

結時に建物状況調査（以下、インスペクションという）を実施する者のあっせんの可否を

示し、媒介依頼者に実施の意向がある場合はインスペクションを実施する者のあっせんを

行い（あわせて媒介契約書に「あっせん有」を示す）、調査を実施してから１年を経過し

ていないインスペクションについては重要事項説明時にインスペクション結果の概要を買

主に説明し、売買契約締結時には建物の構造耐力上主要な部分等の状況について当事者

（売主・買主）の双方が確認した事項を売主・買主に書面で交付しなければならなくなっ

た。 

この改正は今までの不動産取引のあり方を大きく変更するものであり、その結果、必然

的に宅建業者の負担も大きくなる。 

一方、研究会でも議論されたように、改正内容に関して運用面には実務から見ていくつ

かの懸念があった。主な懸念事項としては「インスペクションの実施者をあっせんした場

合の宅建業者のあっせん責任の有無」、「重要事項説明におけるインスペクションの結果

の概要の説明範囲」、「重要事項説明における書類の保存の状況に関して賃貸借契約にお

ける扱い」、「売買契約締結時における当事者双方が確認することの確認の定義」等であ

る。これらについては、最終的に省令やガイドライン等で概ね明快になる等、研究会の意

見が反映される結果となった。 

今回の改正宅建業法は、「規制法」という従来の位置付けに対して「不動産取引の仕組

み」を政策的に誘導する改正となっていることが大きな特徴である。 

国の施策は、新築中心のフロー社会からストック型社会へ大きく政策転換された。平成

28 年に策定された「新住生活基本計画」では、「住宅すごろくを超える新たな住宅循環シ

ステムの構築」や、「急増する空き家の活用や除去の推進」という方針が示され、10 年後

に向けて、既存住宅流通市場規模の倍増、既存住宅瑕疵保険への加入割合の拡大、その他

空き家（賃貸・売却用以外の空き家）の増加数の抑制等の成果目標も掲げられた。その目

標の実現に向けて宅建業者が果たすべき役割や行政・社会からの期待は大きいものがあり、

今回の改正内容にもその意図が反映されていると思われる。 

こうした期待に応え既存住宅流通市場を活性化するために、宅建業者が取組むべき方向

性の一つの事例として、第二回研究会にてオブザーバーとして参加した、価値住宅株式会

社の取り組みが参考になると思われる。 

同社では、売却希望者に対しては媒介契約締結後必ずインスペクションを行い、要件を

満たす可能性がある物件については既存住宅瑕疵保険の付保に関する可否の検査を行う。

同時にその結果も踏まえ、（公財）不動産流通推進センターの「価格査定マニュアル」を

使用し、建物価格を正しく評価する。このように物件に関して正確で多くの情報開示を行

いながら売却活動をすることで、売主の利益を最大化する。さらに売却段階において、売

主が所有している情報とインスペクションの結果を合わせて住宅履歴情報を生成し、購入

希望客に対して情報提供するとともに、引渡し後は購入者にその情報を引き継ぐ。一方、

購入希望者に対しては希望があればインスペクションを実施し、既存住宅瑕疵保険の付保

が可能な物件には出来る限り既存住宅瑕疵保険を付保して取引を行うようにしている。場
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合によっては、同社が被保険者になり建物の瑕疵を保証する独自の自社保証も実施してい

る。さらに、取引後は物件の管理会社として顧客に寄り添い、住宅履歴情報の作成と管理・

保管、24 時間コールセンター対応、半年毎に定期管理報告の実施、３年に一度のインスペ

クションを実施している。即ち、同社が一度取引した顧客とは、そこで関係性が終了する

のではなく、その後も関係性を長く継続することを目標にしている（“生涯顧客化”）。

顧客との信頼関係を構築し、関係性を継続するためには、最初の取引の際に、後ほどトラ

ブルが発生しないようにすることが重要であるとの観点から、同社ではその方法としてイ

ンスペクション、既存住宅瑕疵保険、住宅履歴等を有効に活用している。 

中小不動産業者は、それぞれの地域に根差し、その地で長く商売をしている。大手不動

産業者と比較すると多くの広告費もかけられず取引する件数も少ない。そのため、中小不

動産業者は、１件毎の取引を大切にし、既存顧客をリピート客に育てることが大事である

と思われる。中小不動産業者は、今回の宅建業法の改正をビジネスチャンスとして捉え、

インスペクションや既存住宅瑕疵保険等を積極的に顧客に提案することで安全で安心な取

引を実現し、取引後も長く顧客をフォローすることで、少ない顧客でもビジネスが成り立

ち、地域や地域の顧客から信頼を得ることができるビジネスモデルを構築することが重要

になると思われる。 
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【参考】宅地建物取引業法改正に関する会員業者アンケート  

１．会員業者アンケートの実施概要  

（１）調査の概要 

調査対象：全宅連モニター会員（1,000 社） 

調査実施日：平成 28 年７月 19 日～31 日 

調査実施方法：インターネットを用いたアンケート調査 

 

（２）回収状況 

回収数：257 社 

 

なお、回答者の主な業種をみると、「売買仲介」が 41.2％で最も多く、「開発、分譲」

が 17.9％で続く。 

 

 

図 ３－１ 回答者の主な業種 

 

  

売買仲介
41.2%

開発、分譲

17.9%

賃貸仲介

13.6%

建築

8.6%

賃貸管理

17.1%

その他

1.6%

[Q30]

主な業種を選択してください。

(n=257)
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２．アンケート調査結果  

（１）質問項目に対する回答内容 

問１ 第 190 回国会にて「宅地建物取引業法の一部を改正する法律案」が成立しました。

この件を知っていますか？ 

・「知っている」が 43.6％で最も多くなっている。 

 

 

問２ 建物状況調査（インスペクション）の内容を知っていますか？ 

・「知っている」が 48.2％で最も多くなっているが、「なんとなく知っている、よ

くわからない」との差は 5.0 ポイントにすぎない。 

 

 

知っている

43.6%

なんとなく知っている、よく

わからない

35.8%

知らない

20.6%

[Q1]

第190回国会にて「宅地建物取引業法の一部を改正する法律案」が成立しました。この件を

知っていますか？
(n=257)

知っている

48.2%なんとなく知っている、よく

わからない

43.2%

知らない

8.6%

[Q2]

建物状況調査（インスペクション）の内容を知っていますか？
(n=257)
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問３ 既存住宅売買瑕疵保険の内容を知っていますか？ 

・「なんとなく知っている、よくわからない」が 44.7％で最も多くなっている。 

 

 

問４ 改正案では、インスペクションの活用を促すことで中古住宅の流通量を増やすこと

を目指していますが、この改正により流通が促進されると思いますか？ 

・「どちらともいえない」が 50.6％で最も多く、「思う」が 25.3％で続く。 

 

 

  

知っている

43.6%

なんとなく知っている、よく

わからない

44.7%

知らない

11.7%

[Q3]

既存住宅売買瑕疵保険の内容を知っていますか？
(n=257)

思う

25.3%

思わない

21.4%

どちらともいえない

50.6%

わからない

2.7%

[Q4]

改正案では、インスペクションの活用を促すことで中古住宅の流通量を増やすことを目指して

いますが、この改正により流通が促進されると思いますか？
(n=257)
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問５ 問４で『思う』と回答した方におたずねします、その理由をいくつでも選択してく

ださい。 

・「インスペクションを実施することで建物に対する買主の安心度が高まるから」

が 93.8％で最も多く、「インスペクションを実施することで宅建業者は安心して

中古物件の取引ができるようになるから」が 66.2％で続く。 

・その他の意見として、「嘘や間違いを無くす事を優先すべきです」、「インスペ

クションをどの機関で（業者）行うかが宿題と思います。」という意見があった。 

 

 

問６ 問４で『思わない』と回答した方におたずねします、その理由をいくつでも選択し

てください。 

・「消費者にとってインスペクションや既存住宅売買瑕疵保険の費用負担が大きい

から」が 69.1％で最も多く、「インスペクションを実施すると建物の欠点が明ら

かになるので売主はあまり利用しないと思うから」が 63.6％で続く。 

・その他の意見として、「インスペクションについて、情報開示義務は売り主側に

あると考えられますが、そもそも地方の取引価格は安く、費用の捻出について難

色を示す可能性があります。インスペクションを実施するための制度（補助金な

ど）設計する必要があると考えられます。」、「金融機関の建物評価の問題」、

「取引上のトラブルは減るが流通量の増加にはつながらないと思う」、「中古住

宅の多くは現在の住宅（建築）レベルからみて基準値が低く、そのことが露呈す

ることにより流通に障害となると思う」、「売主へ調査を義務化しないと意味が

無いから」、「売主の売却理由は変わらないから」という意見があった。 

93.8 

66.2 

50.8 

3.1 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

インスペクションを実施することで建物に対する買主の安心度が高ま

るから

インスペクションを実施することで宅建業者は安心して中古物件の取

引ができるようになるから

インスペクションを活用することで既存住宅売買瑕疵保険への加入が

進めやすくなるから

その他

[Q5]Q4で『思う』と回答した方におたずねします、その理由をいくつでも選択してください。

(n=65)
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問７ 国ではインスペクション業者の検索システムを開設するようですが、インスペクシ

ョン業者を積極的にあっせんしたいと思いますか？ 

・「場合による」が 61.1％で最も多く、「思う」が 23.0％で続く。 

 

 

  

63.6 

52.7 

69.1 

18.2 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

インスペクションを実施すると建物の欠点が明らかになるので売主は

あまり利用しないと思うから

中古住宅の取引において宅建業者の手間と責任が増えるので、古い

物件の仲介はなるべく行わないようになると思うから

消費者にとってインスペクションや既存住宅売買瑕疵保険の費用負

担が大きいから

その他

[Q6]Q4で『思わない』と回答した方におたずねします、その理由をいくつでも選択してください。

(n=55)

思う

23.0%

思わない

11.7%

場合による

61.1%

わからない

4.3%

[Q7]

国ではインスペクション業者の検索システムを開設するようですが、

インスペクション業者を積極的にあっせんしたいと思いますか？

(n=257)
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問８ 媒介契約締結時にインスペクション業者をあっせんすることについて、不安に思う

ことはありますか？該当するものをいくつでも選択してください。 

・「インスペクションを実施した際、宅建業者が負わされる責任の範囲が不明瞭」

が 68.5％で最も多く、「どういったトラブルや問題が起こるか予測もつかない、

わからない」が 46.3％で続く。 

・フリーコメントとして、「インスペクションは、売主に求めるものだと考えてい

ましたが、買主に斡旋するものなのでしょうか？」、インスペクションを実施し

た結果の買主の購買意欲がどう変化するか？責任の所在がどうなるのか？心

配。」、「価格交渉の為の資料になる恐れがある」、「査定時の物件評価とイン

スペクション結果との整合性」、「第三者性、中立性を考慮すると、媒介業者が

インスペクション業者を選定するよりも、消費者が選定できる仕組みの方がいい

と思う」、「流通が減り、調査結果により売買につながらないことが大いに考え

られる」という意見があった。 

 
 

  

42.4 

42.4 

68.5 

22.6 

46.3 

6.6 

6.6 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

インスペクション業者を知らない、どの業者をあっせんしていいのかわ

からない

インスペクションの内容や手続きについて説明ができるかどうか

インスペクションを実施した際、宅建業者が負わされる責任の範囲が

不明瞭

買主にインスペクション業者をあっせんするタイミング

どういったトラブルや問題が起こるか予測もつかない、わからない

その他

特に問題はない

[Q8]

媒介契約締結時にインスペクション業者をあっせんすることについて、不安に思うこと

はありますか？該当するものをいくつでも選択してください。

(n=257)
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問 13 買主との媒介契約書面に、「依頼者に対する建物状況調査を実施する者のあっせん

に関する事項」を記載しなくてはならなくなった場合、運用上で支障はありますか？該

当するものをいくつでも選択してください。 

・「媒介契約締結時点で買主からインスペクションの実施依頼があった場合、取引

が滞る可能性がある」が 59.9％で最も多くなっている。 

・その他の意見としては、「結果により契約できないケースが生じるか心配な部分

もある」や「実施の費用負担とその結果による売買金額等の調整」という意見が

あった。 

 
 

問 14 インスペクションを実施した売主（又は買主）は既存住宅売買瑕疵保険に加入する

と思いますか？ 

・「わからない」が 57.2％で最も多い。 

・「思う」18.3％であり、「思わない」よりも 6.2 ポイント少ない。 

 

59.9 

40.5 

4.3 

14.0 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

媒介契約締結時点で買主からインスペクションの実施依頼があった場

合、取引が滞る可能性がある

媒介契約締結は売買契約締結時に行うことが多いため、あっせんに

関する事項の記載が困難だ

その他

特に支障はない

[Q13]

買主との媒介契約書面に、「依頼者に対する建物状況調査を実施する者のあっせんに関する

事項」を記載しなくてはならなくなった場合、運用上で支障はありますか？該当するものをいく

つでも選択してください。

(n=257)

思う

18.3%

思わない

24.5%

わからない

57.2%

[Q14]

インスペクションを実施した売主（又は買主）は既存住宅売買瑕疵保険に加入すると

思いますか？

(n=257)
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問 15 インスペクションを実施済みで、かつ既存住宅売買瑕疵保険が付保できる物件の場

合、その旨を説明すべきだと思いますか？ 

・「思う」が 84.8％となっている。 

 

 

問 16 インスペクションの結果を重要事項説明時に説明することについて不安に思うこ

とはありますか？該当するものをいくつでも選択してください。 

・「インスペクションの結果に誤りがあった場合の宅建業者の責任について」が

70.4％で最も多く、次いで「インスペクションの結果について適切な説明を行わ

なかった場合の宅建業者の責任について」が 64.6％で続く。 

・その他の意見としては、「インスペクションを実施した業者が説明して署名する

べきで、建築が専門ではない取引士に施行内容の説明を義務づけるべきではな

い。重要事項説明書に専門家に説明させたか否かのチェック項目を設けることが

望ましい。」や「インスペクション調査業者の責任を明確にして欲しい。」とい

う意見があった 

思う

84.8%

思わない

3.5% わからない

11.7%

[Q15]

インスペクションを実施済みで、かつ既存住宅売買瑕疵保険が付保できる物件の場

合、その旨を説明すべきだと思いますか？

(n=257)
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問 17 今までに戸建住宅を売買仲介する上で、設計図書や建物の点検記録が存在していた

物件のだいたいの割合を教えてください。 

・30％未満が全体の 62.6％を占め、70％以上は全体の 7.3％にすぎない。 

 

 

  

51.4 

43.2 

70.4 

64.6 

58.4 

3.9 

6.6 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

適切な説明ができるのか

建築に関する知識に不安がある

インスペクションの結果に誤りがあった場合の宅建業者の責任につい

て

インスペクションの結果について適切な説明を行わなかった場合の宅

建業者の責任について

インスペクションの結果について誤った助言を行った場合の宅建業者

の責任について

その他

特に問題はない

[Q16]

インスペクションの結果を重要事項説明時に説明することについて不安に思うことはあります

か？該当するものをいくつでも選択してください。

(n=257)

なし ・ 戸建住宅の売買

仲介をしたことがない

2.3%

ほとんどない、１０％未満

35.0%

１０～３０％未満

25.3%

３０～５０％未満

19.5%

５０～７０％未満

10.5%

７０～９０％未満

5.4%

９０％以上

1.9%

[Q17]

今までに戸建住宅を売買仲介する上で、設計図書や建物の点検記録が存在していた

物件のだいたいの割合を教えてください。

(n=257)
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問 18 戸建住宅を売買仲介する上で、建物及び維持保全状況に関する書類で実際に売主が

所有していたものすべてを選択してください。 

・「設計図（図書）」と「新築時の建築確認済証」が 90％以上となっている。 

・「建物の点検記録」と「設備の点検記録」は 10％以下となっている。 

 

 

問 19 売買仲介の際、売主に物件状況確認書（告知書）の作成を依頼していますか？ 

・「告知書は必ず提出してもらう」が 70.8％となっている。 

・その他の意見としては、「売主に聴取し宅建事業者で作成（売主にヒアリングし

ながら目の前で作成する）」という意見であった。 

 

 

95.0 

96.9 

73.3 

8.1 

8.7 

21.1 

23.0 

4.3 

1.2 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

設計図（図書）

新築時の建築確認済証

検査済証

建物の点検記録

設備の点検記録

リフォーム工事や修繕の履歴

リフォーム工事の工事明細書

住宅履歴書

その他

[Q18]

戸建住宅を売買仲介する上で、建物及び維持保全状況に関する書類で実際に売主が所有し

ていたものすべてを選択してください。

(n=161)

告知書は必ず提出し

てもらう

70.8%

告知書は提出してもらう場

合と、提出してもらわない

場合がある

18.6%

告知書の提出依頼はしな

い

1.9%

告知書は売主のかわりに

宅建業者が作成している

7.5%

その他

1.2%

[Q19]

売買仲介の際、売主に物件状況確認書（告知書）の作成を依頼していますか？

(n=161)
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問 20 これまでに、中古住宅の個人間売買においてインスペクション業者をあっせんした

ことがありますか？ 

・「ない」が 85.2％となっている。 

 

 

問 21 あっせんをした件数を選択してください。 

・３件以下が全体の 71.1％を占めている。 

 

ある

14.8%

ない

85.2%

[Q20]

これまでに、中古住宅の個人間売買においてインスペクション業者をあっせんしたこと

がありますか？

(n=257)

0.0 
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10.0 

15.0 

20.0 

25.0 

30.0 

[Q21]あっせんをした件数を選択してください。

(n=38)
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問 24 あっせんをした件数のうち、仲介業者自身が費用を負担して実施した数を選択して

ください。 

・仲介業者自身が費用負担して実施した数は全体の 18.4％となっている。 

 

 

  

0.0 

5.0 

10.0 

15.0 

20.0 

25.0 

30.0 

35.0 

40.0 

45.0 

売主 買主

[Q22]あっせんした件数のうち、売主が実施した数を選択して下さい。

[Q23]あっせんした件数のうち、買主が実施した数を選択して下さい。

(n=38)
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[Q24]あっせんをした件数のうち、仲介業者自身が費用を負担して実施した数を選択してくださ

い。
(n=38)



 

 107

問 25 問 20 で『ない』を選択した方におたずねします。その理由をいくつでも選択して

ください。 

・「費用がかかる」が 54.8％で最も多く、「ニーズがない」が 50.2％で続く。 

 

 

問 26 ガイドラインに示された一次的なインスペクションの方法（目視、計測を中心とす

る非破壊検査）で建物の物理的な瑕疵が明らかになると思いますか？ 

・「どちらともいえない」が 49.0％で最も多い。 

・「思う」は 13.2％であり、「思わない」よりも 17.9 ポイント少ない。 

 

 

  

21.5 

54.8 

50.2 

14.2 

19.2 

7.3 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

仲介の取引にあたり仲介業者は積極的な調査義務を負わないことが

原則だから

費用がかかる

ニーズがない

物件のあら探しをされると困る

インスペクションの検査に信頼性がない

その他

[Q25]

Q20で『ない』を選択した方におたずねします。その理由をいくつでも選択してください。

(n=219)

思う

13.2%

思わない

31.1%

どちらともいえない

49.0%

わからない

6.6%

[Q26]

ガイドラインに示された一次的なインスペクションの方法（目視、計測を中心とする非

破壊検査）で建物の物理的な瑕疵が明らかになると思いますか？

(n=257)
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問 27 売買契約の現況確認の方法についておたずねします、主にどのような方法をとって

いますか？ 

・「契約前に、当事者の相互が現況確認をしている」が 55.3％で最も多く、「現況

確認は告知書で代替するので、とくに行っていない」が 19.1％で続く。 

 

問 28 売買契約時には、基礎、外壁等の現況を売主、買主が相互に確認し、売買契約書に

確認した事項を記載することについてどう思いますか？あてはまるものをいくつでも選

択してください。 

・「インスペクションの調査結果または、告知書の添付をもって相互確認したとす

るべきだ」が 60.3％で最も多い。 

・「インスペクション業者の業務範囲で仲介業者の責任外」、「契約前に現況確認

を売主買主が行い、告知書を添付するので、今まで通りで問題ない。」、「形式

的な事になるが、しないよりはいいと思う。」、「物件の所在地と契約場所が遠

い場合契約時は難しい」という意見があった。 

 

 

契約前に、当事者の

相互が現況確認をし

ている

55.3%

契約時に、当事者の相互

が現況確認をしている

6.6%

契約後引渡し時までに、当

事者の相互が現況確認を

している

15.6%

現況確認は告知書で

代替するので、とくに

行っていない

19.1%

その他

3.5%

[Q27]

売買契約の現況確認の方法についておたずねします、主にどのような方法をとってい

ますか？

(n=257)

12.8 

41.6 

60.3 

4.7 

4.7 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

契約後に現況確認を行うので売買契約書に記載することは不可能だ

インスペクションの調査結果に関わる事なので、インスペクション業者か

ら確認と説明をすべきだ

インスペクションの調査結果または、告知書の添付をもって相互確認した

とするべきだ

その他

特に問題はない

[Q28]売買契約時には、基礎、外壁等の現況を売主、買主が相互に確認し、売買契約書に確

認した事項を記載することについてどう思いますか？あてはまるものをいくつでも選択してくだ

さい。

(n=257)
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（２）宅地建物取引業法の一部を改正する法律案についての会員の意見 

「宅地建物取引業法の一部を改正する法律案」に関してのその他のコメント（フリー

コメント）は以下のとおりである。 

 

・ 費用負担に問題ある。調査期間が負担となる。義務でなく買主が選択できる方が負担の

問題がなくなるのではないか。 

・ 改正する法律案によって、取引（売買）の円滑化が妨げられるのを心配します。 

・ 契約システムが煩雑になり、スピードが求められる場合対応が困難。インスペクション

業者の信用度も不明。 

・ 建築の専門家が物件状況調査やインスペクションを実施することは賛成だが、取引士

に説明義務を負わせるのは間違いだと思う。建物の調査報告書や施行内容の説明は、や

はり専門家が行うべきと考えます。 

・ インスペクションをした結果を公表する義務が必要。不合格の場合に検査に合格する

ための補修にかかる費用等の提示も必要。不合格物件に対する支援も必要となる。 

・ どのような責任が発生し、どう対応すればよいのか、売主・借主それぞれに適切な判断

を下していく道筋が具体的に良く見えない。  

・ 宅建業者の仕事量や責任がどんどん増えていっている。何でもかんでも宅建業者に押

し付けている感じである。よって中小や零細ではとても対応できないよう改正が行わ

れ、大手だけ残ればという流れになってきている。 

・ インスペクションによって、瑕疵担保責任についての宅建業者の責任が回避できるの

か疑問。 

・ インスペクションの調査結果に誤りがあった時の責任の所在や補償は誰が行うのか 

・ 賃借人がいるケース（オーナーチェンジ）が多くこの場合は物件の中を基本的に見ない

で契約します。買い主も理解している事が多いので義務になると賃借人の協力も必要

となるはずで流通性に支障があるのではないか？ 

・ 中古住宅を販売する場合は、売買契約前に、売主買主に、十分に現況を確認していただ

き、売買契約時に告知書・設備状況・土地の状況・周辺環境とその影響を丁寧に、売主

と当社から説明しているので、問題ない。今後は、更に、基礎・雨漏り・シロアリ等・

設備状況を詳細にわたり、事前に状況を確認していきたい。 

・ 物件の状態を可視化することによる取引の安全性と、安心からの流通の促進という点

からすると理解することができますが、低価格帯での取引が多い地方では、インスペク

ションの費用をどのように捻出するかが課題となります。負担する側に補助金や減税

などの政策をすることにより、インスペクションが促進されるのではないかと期待は

できます。中古住宅流通を促進させるための手法としてのインスペクションがマイナ

スに働かなければよいかと思っております。 

・ インスペクション導入は、仲介業者の責任軽減につながるので一般化すれば仲介業者

にとっては良いことである。 

・ 依頼した仲介業者が公正な第 3 者を紹介するかが不安。 

・ 目視調査であれば、宅建士資格保有者に調査方法の研修を行い宅建士にも調査できる

ようにして欲しい。保険の適用があるので可能ではないか。保険料と調査費用がどの程
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度になるかが進捗度に影響すると思う。 

・ 中古住宅売買の一番問題となる部分なので、売主の方は建物に関しての知識がないの

で、義務付けは大変良いことと思います。 不動産業者も知識不足なので、契約に関し

ての責任範囲が疑問です 

・ 現在でも積極的に既存住宅売買瑕疵保険の検査、加入を進めており概ね好評を得てい

るが、築２０年程度の物件でも検査に合格しない住宅もあり、修繕には多大な費用を要

するケースも出ているため、今回の改正は取引の安全性を図るには有用だと思うが、流

通量自体を増やす効果はあまり出てこないと思う。流通促進を図るには、新築住宅の質

の向上や、検査に合格しなかった住宅を修繕、または取壊して売却した場合の税額控除

等の対策が有効と思われる。 

・ インスペクションと瑕疵保険の料金体系を明確化するために、宅建協会がインスペク

ション業と瑕疵保険業を行う法人を設置していただけると、利用しやすくなるのでは

と思います。 

・ 必要な法改正なので賛成する。が、施行後に問題点が多々浮上しそうに感じられる。実

務上の混乱を極力避けるため、運用面でのシミュレーションを重ねＱ＆Ａの充実を計

る、一般消費者向けの案内チラシの作成、など、実務者への支援をお願いしたい。 

・ この案で既存住宅の流通が促進されると思います。但し契約価格は今までよりその分

安くなると思われます。 

 

 


